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左上：浮上したミンククジラ
（Balaenoptera acutorostrata）。北半球
産に特徴的な胸鰭の白帯が水面下にうす
く見える。熱帯から海氷縁まで分布する。
体長は8.6ｍの記録はあるが，通常は6-7m，体重
は5-10ｔ。北緯44度，東経151度付近で1996年8月撮影。

右下：浮上直前のニタリクジラ（Balaenoptera brydei）。本種の特徴である3本の陵線が明瞭に見える。他
のヒゲクジラ類と異なり熱帯から温帯の種で，通常は40度を越えた高緯度海域には分布しない。最
大で体長15m，体重20-25ｔ。北緯35度，東経164度付近で1993年8月撮影。

（文，撮影とも：外洋資源部 宮下富夫）
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1980年代後半から1990年代始めにかけて予防原則

(Precautionary Principle)という言葉が漁業を震撼させ

た。そして，今，予防的アプローチ（Precautionary

Approach, 以下PAと略記，予防的措置とも呼ばれる）

という言葉が水産の世界で頻繁に耳にされるようになっ

てきた。しかし，未だに PAとは一体何のことか釈然と

しないものがある。ここでは，このPAの水産資源管理

への適用についてできるだけ分かりやすく整理しようと

試みた。なお，資源管理のみでなく，漁獲技術，増養殖

関係にもPAの概念は適用されるとされているが，ここ

では資源管理に話を限定した。それでも，このPAに関

連した事項は多く，膨大な文献や議論が次々と出されて

いるため，筆者自体が消化不良を起こしていることは否

めない。そのため，この拙文における議論に関連する文

献は極力引用文献として明記することで，今後の読者諸

氏自らの検討に資することができればと願っている。

予防的アプローチ(PA)導入に関する経緯

具体的な内容に入る前に，PAの概念が水産資源管理

に適用されるに至る経緯について大まかな整理をしてお

く。導入に至る詳細は，いくつかのレポートの中にも記

述されている（Garcia, 1996; ICES, 1997; Serchuk et al,

1997; 魚住, 1998; Mace and Gabriel, 1999; 岸田, 1999）。

参考にされたい。

1982年に国連で採択された海洋法条約（1994年発効）

には，海洋生物資源の責任ある管理に関しては言及があ

るが，明確にPAの概念が盛り込まれているわけではな

い。1990年代に入ると海洋法条約発効を睨んで，この海

洋法をより円滑に漁業に適用できるよう，国連では高度

回遊性魚類およびストラドリング資源（分布範囲が排他

的経済水域の内外にまたがっている生物資源）の取り扱

いに関する議論，そして，FAOでは責任ある漁業の行動

規範作成に関する議論が盛んに行われるようになった。

1992年５月にメキシコのカンクンで「責任ある漁業に関

する国際会議（カンクン会議）」が，そして，その翌月

には，リオデジャネイロで国連環境開発会議が開かれた。

これらの会議からPAと言う言葉が盛んに使われはじめ

た。まず，リオ宣言の第15原則に登場する。その後，

1995年10月にFAOで承認された「責任ある漁業の行動

規範」（以下「行動規範」）の第７条第５項にはより詳細

な内容も盛り込まれて記述された。また，1995年に国連

で取りまとめられた国連公海漁業協定（正式名称は，

「分布範囲が排他的経済水域の内外に存在する漁業資源

及び高度回遊性魚類資源の保存及び管理に関する1982年

12月10日の海洋法に関する国際連合条約の規定実施のた

めの協定」，UNIAと略称，1999年11月現在未発効）で

は，第６条がPAの適用に割かれている。また，この協

定の付属書Ⅱには，PAにおける管理基準値のガイドラ

インが示されている。

これらの経緯を受けて，FAOでは1995年６月にスウ

ェーデンでPAに関する専門家会合を開催し，ガイドラ

インを作成した（FAO，1996）。その後，海洋調査国際

理事会(ICES)や北西大西洋漁業機構(NAFO)，そして，

大西洋まぐろ類保存国際委員会(ICCAT)などでPA適用

に関する盛んな議論が開始された。

UNIAなどに見る予防的アプローチ(PA)の水産資源管

理への適用の概念

UNIAや「行動規範」などに示されるPAとは一体ど

のようなものなのか。残念ながら，これらの文章の中に

はPAそのものの明確な定義は記載されていない。FAO

のGarcia(1996)にも概念の整理に苦労の跡がうかがえる

し，ICES(1997)の説明も明確さを欠いている。ここで

は，一般的なPAの概念から離れて，まずFAOの「行動

規範」及びU N I A，そして，FAOのガイドライン

(FAO, 1996)などの記述の中から「PAを適用した水産

資源管理」の概念を探り出してみたい。

「行動規範」では，第７条（漁業管理）の第5項がPA

に当てられている。その冒頭（7-5-1）に，「各国は水生

生物の保護及び海洋環境保全のために水生生物の保存・

管理及び利用に関して，広くPAを適用すべきである。

十分な科学的情報の欠如を保存・管理措置の採用の延期

または不履行の理由としてはならない。」としている。

そして，(7-5-2)に「PAを実施するにあたっては，各国

は，とりわけ，資源の規模と生産力に関する不確実性，

管理基準値，当該基準値に照らした資源状態，漁獲係数

のレベルと分布，非漁獲対象資源及び関連または依存種

に対する漁業活動（投棄も含む）の影響，並びに海洋，
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環境及び社会経済的条件を考慮に入れるべきである。」

と述べている。更に， ( 7 - 5 - 3 )では，目標基準値

（Target Reference Point）及び限界基準値(Limit

Reference Point)を設定し，これらの基準値を超えた場

合の措置についても事前に決定すべきであること，そし

て，(7-5-4)では，新規もしくは開発段階の漁業の管理

について，(7-5-5)では，自然変動への対処についても

言及している。このように，「行動規範」では，漁獲活

動の影響を極めて広い範囲にわたり配慮すること，そし

て，それらに関連した不確実性を考慮すること，明確な

管理基準及びそれに関する管理措置を示すことなどが重

要であることが示されている。

UNIAの第６条（予防のための措置の適用）の内容は，

「行動規範」で述べられていることとほぼ一致している。

そして，前述したようにUNIAの付属書ⅡにはPAで用

いられるべき管理基準値について述べられている。付属

書Ⅱの(１)では，基準値が合意された科学的方法を通じ

て導出された資源及び漁業の状況に対応する推定値であ

ることとし，(２)で管理基準値には，限界基準値と目標

基準値が用いられるべきであること。そして，限界基準

値は，最大持続生産量(MSY)を実現できる生物学的に

安全な範囲内に漁業を抑制することを目的とすることが

謳われている。(３)では，これら基準値がそれぞれの資

源に対して，資源の生物学的特性及び漁業の特徴に応じ

て決められるべきであること。(４)には，管理は，対象

資源，更に必要な場合は，関連又は依存する種の資源量

をこれら基準値と合致する水準に維持，もしくは回復す

るように努めるものであるとし，管理目的を明確にして

いる。更に，これらの管理戦略は事前に合意されている

べきことが謳われている。(５)では，管理戦略は，限界

基準値を超過する危険性が非常に低くなることを確保す

るものであること，そして，目標基準値を平均して超過

することがないこととしている。(６)では，情報不足の

際の基準値設定に関する考え方が述べられている。そし

て，最後の(７)では，MSYを生み出す漁獲係数（FMSY）

を限界基準値の最低限度の基準(Minimum Standard)と

すべきであること，乱獲されていない資源に対しては，

FMSYを超えないこと及び事前に設定された資源量に関

する限界基準値を下回らないようにすることとしてい

る。更に，乱獲された資源に対しては，MSYを実現す

る資源量(BMSY)を再建目標にすることが謳われている。

このように「行動規範」及びUNIAを見ると，PAの

下での資源管理は，不確実性を考慮して設定された基準

値を軸に管理戦略を設定し，管理していくこと。そして，

これらの管理戦略は，事前に合意されていることが柱と

なっているように読み取れる。

次に，「行動規範」実践へのガイドラインのひとつと

してFAOが作成した「漁業へのPA適用に関するガイド

ライン(FAO, 1996)」では，その冒頭にPAの重要な点

として次の8項目を挙げている。①未来の世代における

資源の必要性を考慮し，可逆的でない変化を避けること。

②望まれない結果及びその結果を回避もしくは適切に修

正する方法を事前に認識すること。③修正手段は遅滞な

く実施されること。④資源利用の影響が不明な場合，資

源の再生産力の保持を優先すること。⑤漁獲能力は資源

維持可能な水準と見合っていること。また，生産力が不

明確な際は，努力量増加は抑制されるべきであること。

⑥すべての漁獲活動は事前許可が必要であること。⑦管

理計画を設立する法的枠組みを設定すること。⑧その際，

適切な立証責任が設定されるべきこと。となっている。

このガイドラインで特に注目されるのは，⑧の立証責任

が強調されていることである。

このガイドラインでは，PAはあらゆる段階で適用さ

れなければならないことが明記されている。そして，資

源管理，研究，漁業技術に関して各段階でのPAの適用

についてきめ細かく示されている。資源管理は，一般的

な環境管理と密接なつながりがあるとし，それ故に，

PAを適用した管理は，「望まれず，受け入れがたい結果」

に関して十分な配慮を行い，これらの結果を回避できる

手段を提供するものであることが謳われている。そして，

管理目標は，漁業によって得られる利益及び乱獲などの

望まれない結果の両者を考慮すべきこと，そして，環境

への漁業の影響を許容範囲内に制限することとされる。

また，これらの影響は明確に定義され，限界基準値とし

て数量化されること，また，管理方策は，常に最新の情

報によって再評価され，改善されるようなフィードバッ

クシステムとして構築されるべきであることなどが謳わ

れている。研究に関しては，これらの管理を実施するた

めには，より正確な情報が必須であることから，その重

要性が強調されている。

このガイドライン作成の専門家会議が開かれた年

（1995年）の12月に京都で「食料安全保障のための漁業

の持続的貢献に関する国際会議(京都会議)」が開催され

た。そして，京都宣言と行動計画が採択されている。こ

れは，直接PAをUNIAや「行動規範」から発展させた

ものではないが，食料供給を保証する上での漁業の重要

性を認識した上で，PA適用が漁業の持続的貢献を保証

するために重要であることが再認識されたという意味で
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重要であろう。更に，この宣言や行動計画の特徴は，生

態系維持のための複数種一括管理を強調している点にも

ある。「資源管理を生態系というシステムの中で捉える」

という概念は，PA適用の際の重要な点でもある。

予防原則と予防的アプローチ

かつて，公海流し網問題（魚住，1996参照）の際，予

防原則（Precautionary Principle）という言葉がよく聞

かれた。この予防原則とPAの違いはどこにあるのであ

ろうか。前項の冒頭で述べたように，PAに関する明確

な定義は存在していないし，また，予防原則に関しても

一般に受け入れられうる明確な記述は存在していないよ

うである(Garcia,1996)。また，岸田(1999)が述べてい

るように，リオ宣言におけるPAは予防原則と大きな違

いのない内容となっている。この予防原則とPAの違い

については，簡単な記載が幾つかレポートに見られるの

みである（ICES，1997；Mace and Gabriel, 1999）。そ

して，これらの内容はすべてGarcia(1996)からの引用の

ようである。Garcia(1996)によると，予防原則は極めて

厳しい原則で，環境汚染のような非可逆的で深刻な影響

を防止するために用いられるものである。そして，この

適用は往々にして，特定の産業や技術の停止と言った極

端なものとなる。その具体例として，公海流し網が示さ

れている。一方，影響が可逆的である可能性の高い漁業

の管理においては，このような強硬な原則の適用よりも，

より柔軟で社会経済的な要因も十分取り込むことのでき

るPAの適用がふさわしいとされる。

Garcia(1996)は，予防原則はそもそも工業による化学

汚染防止のために生み出されたもので，工業と漁業との

基本的な違いを認識すべきであることを強調している。

自然界には漁業による影響を癒す能力が疑いもなく存在

する。即ち，漁業の影響は多くの場合可逆的であり，劇

的な影響をもたらすものではない。そのことが柔軟な

PAの適用の理由であるとしている。更に，予防原則を

幅広く解釈すると4つのレベルに分離されるという

Young (1993)の説を引用している。その4つのレベルと

は，①影響は深刻（許容できない）か，非可逆的で，不

確実性も高い場合，厳格な原則の適用が求められる。②

影響は深刻であるが可逆的で，リスクに関する十分な資

料がある場合，経費にかかわらず，十分に安全な範囲が

アセスメントや意思決定に際し求められる。③影響が許

容でき（もしくは可逆的），情報も十分ある場合，より

低い安全基準も許容できる。④潜在的な被害が深刻でな

いか非可逆的でない場合，意思決定は従来どおり，

cost-benefitを考慮した方法で行う，というものである。

そして，PAは③と④のケースに該当すると述べている。

このような説明からは，PAは柔軟で社会経済的な影響

をも十分に考慮できる現実的な方法と解釈できる。しか

し，これらの説明にはかなり曖昧さが含まれている。例

えば，FAOのガイドラインに示された，「望まれず，受

け入れがたい結果」とは一体如何なるものなのか？この

「結果」に対する判断が上記①から④のいずれに該当す

るか，即ち，予防原則が適切か，PAが適切かの判断の

軸になるにもかかわらず，この結果の質については全く

明確になっていない。川崎(1999)もこの「許容しがたい

結果」という「曖昧な基準」について憂慮している。漁

業の影響が多くの場合で可逆的と言いながら，流し網に

適用された予防原則について何ら具体的な解説や反省は

述べられていない。予防原則とPAの違いをより明確に

するには，例えば，予防原則の適用の例として挙げられ

る「公海流し網問題」について，予防原則適用は果たし

て正しかったのか？流し網の環境への影響は許容できな

いものとして認識されるべきものであったのか？ とい

った「流し網問題の総括」を行えば，自ずと予防原則と

これから水産資源管理へ適用しようとしているPAの差

が明確なものになるのではなかろうか。このように概念

の中に「不確実性」を秘めたPAの下では，「また，何時

PAの名の下で漁業廃絶に向けた暴走が生じるかわから

ない」という不安を払拭することはできない。この暴走

への不確実性を封じるためのPAも必要なのではなかろ

うか。予防原則とPAは未だ明確な境界を持っていない

ことは十分認識しておく必要があろう。

いくつかの漁業委員会における予防的アプローチ適用

の現状

PAの一般的な概念や修辞学を論ずるより，現実に行

われているPAの下での水産資源管理に関する議論に目

を向けた方が，より実際のPAに関する考え方が明瞭と

なろう。国際捕鯨委員会(IWC)と南極海洋生物資源保

存委員会(CCAMLR)が，「行動規範」などでPA適用が

謳われる以前からPAを実践していた機関として引用さ

れている(NAFO, 1998a; ICCAT, 1999; Mace and

Gabriel, 1999; Parkes, 1999)。しかし，現在活発に議論

しているICESやNAFOでは，CCAMLRやIWCがPAを

先行して導入しているという紹介はあるものの，なぜか，

その具体的な内容やIWCなどで実践されているPAによ

る管理の長所・短所に関する議論は見受けられない。

ICES/NAFOによる極めて手短かな引用から見ると，
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IWCにおけるPAの実践は，改定管理方式に象徴されて

いるらしい。しかし，現実の管理がミンククジラでさえ

モラトリアムになっていることを考えれば，管理方式

（科学委員会の勧告方式）はPAの概念の上に成り立って

いるのかもしれないが，実際の管理は予防原則（もしく

は，全く異なった価値基準？）の上で行われていると考

えざるをえない。CCAMLRについては，主として生態

系保全の概念が柱になっていることから引き合いに出さ

れているようである。

ここでは，CCAMLR及び底魚関連の国際漁業委員会

（ICES，NAFO），そして，まぐろ漁業関連の国際漁業

委員会(ICCAT)等におけるPAに関する議論を紹介す

る。

CCAMLR（南極海洋生物資源保存委員会）

CCAMLRは1982年に発効した機関で，前述したよう

に，その条約そのものに既にPAの概念が盛り込まれて

いる(Parkes, 1999)。PAに関連する核心は，第2条の中

に3つの原則として明確に謳われている。１)対象資源の

安定した加入を確保すること。このために，資源量は最

大年間純加入量を確保すること。２)対象資源，これに

依存する資源，及び対象資源と関連した資源との間の生

態関係を維持すること。３)南極の生物資源の持続的保

全を確保するため，海洋生態系の回復に20～30年かかる

ような変化を起こすような可能性を最小にすることとし

ている。加入乱獲の防止及び生態系への影響配慮を明確

に管理目的に謳っていることにこの条約の先見性が見ら

れる。管理の主対象であるオキアミについては，本種が

他生物の重要な餌資源であることを重視し，予防的漁獲

制限量(Precautionary Catch Limitation)の決定には，加

入変動に加えて，捕食による死亡も考慮されている。オ

キアミと同様な管理がハダカイワシ類にも適用されてい

る。また，南大洋生態系において餌生物としては余り重

要でない大型魚類に関しては，一般生産力モデル

(Generalised Yield Model, Constable and de la Mare,

1996)によって確率論的推量を行い，その推定を基に不

確実性を考慮した管理を実施している。

ICES（海洋調査国際理事会）

行動規範等の設立後最も早くPA対策に動き出した委

員会である。ICESでは，通常の漁業管理諮問委員会

（ACFM）での議論に加えて，1997年及び1998年２月に

PAに関する検討部会（Study Group Meeting on

Precautionary Approach to Fisheries Management）が

開催された(ICES, 1997 and 1998a)。さらに，1998年９

月には，南アフリカ共和国で漁業管理システムに関連し

たシンポジウムが開催された(ICES, 1998b)。そして，

1999年１月には，資源管理者(行政官)と科学者が参加し

た意見交換会(ICES Dialogue Working Group on PA)

が開催されている (Powers, 1999)。

ICESでは，PAに基づく管理の枠組みに関しては，

「行動規範」やUNIAで示されたものに準じた考え方を

採用している。すなわち，管理基準として，資源量（産

卵親魚量：SSB）と漁獲係数(F)の２面で限界基準値を

設ける。そして，それに不確実性を考慮した予防的基準

値（Precautionary Reference Point）を設ける。実際の

管理にはこの予防的基準値をベースにした漁業管理を行

うとしている。

ICESでは，まず，多くの基準値に関する検討を行っ

た。様々な基準値については，FAO等で包括的なレビ

ューが行われているので参照されたい(Caddy and

Mahon, 1995; Gabriel and Mace, 1999)。また，検討さ

れた主要な基準値は加入乱獲の指標とされるもので，こ

れに関しては，平松(1999)が問題点の整理を明快に行っ

ている。漁獲係数に関する限界基準値(Flim)の定義は，

資源崩壊(Stock Collapse)の危険性に最も密接に関連し

た値で，極めて高い確率で避けられるべきものとされる。

その定義からFcarshが妥当とされている。Fcarsh はFτとも

呼ばれ，再生産曲線の原点における傾きに相当するFの

値である（松宮（1996）の図20参照）。また，Fcarsh が不

明な場合は，Floss(後述)やFmed（再生産関係で個々のプ

ロットの半数が上，半数が下になるSPR直線の傾きに相

当するF，松宮(1996)の図23を参照）を代用するとされ

る。実際，これら代用の基準値が使われる場合がほとん

どである。また，産卵親魚量に関する限界基準値（Blim）

としては，Blossが妥当とされた。Blossとは，過去に観察

された親魚量の最小値（Lowest Observed Spawning

Stock）のことである。前述のFlossとは再生産曲線上で

Blossの値におけるSPR曲線の傾きに相当する漁獲係数を

示す。Blossを限界基準値にするというのは，かつて経験

した最も低い親魚資源量でも資源は回復したと言う経験

則をベースにしたものである。また，Fcrashは現実には

十分な精度で推定することは，平松(1999)が示した通り

極めて困難である。この基準値のより安全な代用として

FlossやFmedを使う場合が多いのは当然の成り行きである。

実際のFやSSBが，限界基準値を超えるようなことは

極力避けられるべきである。そのため，実際管理に用い

られる閾値としての基準値は限界値よりもその不確実性
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を考慮してより安全なところに緩衝基準値として設けら

れる。これを予防的基準値（FpaやBpa）と呼ぶ。Fや

SSBの推定精度や限界値そのものの推定精度が低ければ

低いほど，予防的基準値は限界基準値よりも小さいFで

なくてはならないし，大きなSSBでなければならない。

この大きさは推定精度等に依存している。ICESでは，

この予防基準値と限界基準値の関係を Fpa = Flim e―1.645σ

や Bpa = Blim e1.645σといった式で表している。式中の

「σ」は限界基準値の不確実性の大きさを示すもので，

推定値の標準偏差などである。また，1997年のレポート

では，「1.645」と言う値の代わりに「2.0」が用いられて

いた。これは，統計学でよく用いられる，所謂「２シグ

マ」である。それが1998年のレポートで「1.645」へ変

更されている。この変更についての明確な説明はレポー

トには見られないが，95％信頼限界から90%信頼限界へ

「危険率」が変更されたことを意味している。なお，現

実にσを推定することは困難な場合が多い。ICESでは，

経験的に0.2-0.3程度であるとしている。もし，σが0.35

であればFpaは多くの場合FMSYとほぼ同じ値となると言

われている(Mace, 1994)。

限界基準値の選定で問題になったのが，UNIAで示さ

れているFMSYを限界基準値のminimum standardとする

ということに関するICESとしての見解である。Caddy

and Mahon (1995)は，MSYを批判し，今まで目標基準

値としてきたこの基準は限界基準値とすべきであると主

張している。この考え方が多分UNIAへも反映されてい

ると考えられる。これに対して，ICES(1998ａ)は，現

実に資源が崩壊した漁業において，FMSYを堅持してい

た漁業はない。そして，ほとんどの漁業でFMSYレベル

以上の漁獲が行われたことによって管理は失敗してい

る。故に，FMSYによる今までの管理の失敗は，FMSYそ

のものの問題ではないとし，FMSYを限界基準値ではな

く目標基準値の上限として考えることを表明している。

NAFO（北西大西洋漁業機関）

NAFOでは，1997年6月の科学理事会（Scientific

Council; SC）で，初めて本格的なPA に関する審議が開

始された(NAFO, 1998a)。翌1998年３月にはPAに関す

るSCの作業部会が開催された(NAFO, 1998b)。そして，

1998年５月には，行政官で構成される漁業委員会

（Fishery Committee; FC）とSC合同のPAに関する会議

が開催され，SCで行われたPA作業部会の結果に関する

討議が行われた。このような議論を受けて，1998年６月

のSCでは，一部の魚種に関してPAに基づく基準値が議

論されている(NAFO, 1999c)。そして，1999年４－５

月にSCによるPAに関する第２回目の会議，更に第２回

目のSC/FC合同によるPA会議が続けて開催されている

(NAFO, 1999a; NAFO, 1999b)。

SCにおける議論は，ICESの議論と極めて類似したも

のである。しかし，ICESに比べ，各資源に関するPA基

準値の設定はかなり遅れているのが現状である。また，

資源の現状の違い等によって結論にやや差が生じてい

る。NAFOでは，ある親魚水準を下回ると加入量が急

激に減少する現象が見られる資源があり，これらの資源

へのBlossの適用は危険として，この急激な加入量の減少

が見られる親魚量をBlimとしている（魚住, 1998参照）。

また，Flimについては，基本的にUNIAに準ずること

（FMSYを限界基準値にすること）が，1997年のSCで決め

られている。そして，その後，Flimに関してはほとんど

議論は行われていない。これは，現在NAFOの重要資

源のほとんどがモラトリアム下に置かれており，最大の

案件が漁業再開のクライテリアであり，このことが，

SCでの議論がBlimに集中する要因となっていると考えら

れる。このFMSYをFlimにするという考え方について，筆

者がSCの議長に質問した際，議長は，FMSYはFlim設定の

あくまでもFirst Stepであることを強調していた。また，

第２回SC/FC合同会議の際，FCメンバー（行政官）か

ら，Flimについて，SCはUNIAに準ずるとしか説明して

いないことについて不満の意が示され，NAFO水域の

底魚資源の生物学的特長から見たFlimに関する科学的見

解を示すように要求している。このように，Flimに関し

ては，未だNAFO内部で十分なコンセンサスが得られ

ていないことは明らかである。

NAFOではICESで言う予防的基準値を緩衝基準値

（Bbuf, Fbuf）と呼ぶ。NAFOでは限界基準値とこの緩衝

基準値との間の関係は，1997年の科学理事会において，

ICESで提案されているものに類似した，Fbuf = Flim e―２σ

や Bbuf = Blim e２σを基本としている(NAFO, 1998a)。

ICCAT（大西洋まぐろ類保存国際委員会）

ICCATでは，1997年の調査統計小委員会(SCRS)で

PAに関する作業部会が設立された。そして，準備期間

を経て，1999年６月ダブリンでPAに関する作業部会が

開催され，本格的な議論が開始された。議論は，上述の

ICESやNAFOで行われた議論を背景に，高度回遊性魚

類であるまぐろ類の生物学的特長や情報の質と量等も考

慮して進められた。管理基準値の設定やそれに基づく管

理方策決定の大まかな枠組みは，ICES/NAFOを踏襲す
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る方向で進んでいる。

この会議での議論の多くは，管理基準値に関するもの

であった。特に，ICCATでは，その条約の第８条に，

MSYを管理目標とすることが明確に掲げられている。

条文を尊重すると，FMSYが最も適切な目標基準値と考

えられることになる。しかし，MSY推定などに用いら

れる情報の質及び量によっては，この基準値での管理に

かなりのリスクが生じる可能性があることも事実であ

る。しかし，現実にまぐろ類資源をFMSYによって管理

する場合，どのような情報の質及び量であれば十分安全

な管理が行えるか不明である。FMSYを目標基準値とし

て管理する場合，事前に情報の充足性を十分検討する必

要性がある。そのため，この作業部会では，Operating

Modelによりさまざまな状況におけるFMSYを用いた場合

の管理の妥当性を検討し，その結果を基にどのような条

件が満たされた場合にFMSYを目標基準値として設定し

うるかを議論することとなった。Operating Modelは，

実際に管理を実施して，その結果から管理方策を評価す

ることは不可能であるため，計算機内のシミュレーショ

ンによって，さまざまな管理方策の妥当性を検討し，最

善のものを選択する手法である(Kirkwood and Smith,

1996)。

この作業部会では，ICCATの管理資源に関する情報

量を検討した。その結果，多くの資源が情報不足であり，

系群構造やCPUEに関してさえも十分な情報が得られて

いない場合があり，PAフレームワークの構築に向け，

早急に情報を充実させる必要性を指摘している。また，

規制導入に際しては，規制によって，更に，情報が変質，

減少し，不確実性をより増大させてしまうと言う「悪循

環」への憂慮を示し，規制に際しては，情報の質及び量

の確保を図ることの重要性を指摘している。これは，資

源評価に関する情報のほとんどを漁業から得ている

ICCATにとって切実な要請と言える。ICCATの資源に

関する情報はICES/NAFOに比して格段に乏しいことが

今後のPAの議論の大きな障壁となりそうである。

これらの機関のほかに「中西部太平洋における高度回

遊性魚類資源の保存管理に関する多国間ハイレベル会合

(MHLC)」の要請を受け，まぐろ・かじき類常設委員

会（SCTB）が1998年５月にハワイでPAに関する作業

部会を開催した（SPC, 1998）。この会議では，かなり一

般的なことがレビューされ，太平洋のまぐろ類資源に関

しては，情報不足からPAの適用は極めて困難であるこ

と，そして，情報を充実させるためには，多くの経費が

必要であること等がそのレポートの中で強調されてい

る。 まぐろ類については，底魚に比べPAに関する議論

も実践もかなり遅れている。2000年３月にタイでまぐろ

類関係の国際委員会のメンバーが出席して行われる

FAO主催のPAに関する会議が予定されている。しかし，

この会議では，PA適用を目指してどのような研究情報

が必要かと言うことに主眼が置かれた議論が予定されて

いるようである。

PAによる管理方策（Harvest Control Rule）

以上の議論は，全て科学委員会における議論である。

そして，この議論の参加者は，水産資源学者（生物学者）

であり，議論は生物学の枠内にある基準値に集中してい

る。そのため，基準値に焦点を当てて各機関ごとの議論

についてとりまとめた。ここでは，これらの議論を基に，

これらの基準値を用いたPAによる管理方策について触

れてみたい。ICES，NAFO，ICCATなどの管理方策と

基準値の関係は極めて類似している。ここではNAFO

を例にとって説明する。

産卵親魚量(SSB)及び漁獲係数(F)の基準値から，資

源状態を幾つかのカテゴリーに分類する(図１)。PAで

は，各カテゴリーにおける資源管理方策を事前に決定し

ておくことが重要なポイントとして挙げられている。資

源が悪化してから，管理方策を議論していては，対策が

過去の例に見るように遅れてしまうからである。

FとSSBの限界基準値及び緩衝基準値によって，資源は

図1のように幾つかの状態に区分される。PAフレームワ

ークでは，このような各状態に関して，どのような管理

方策を行うかと言うことに関する規則（H a r v e s t

Control Rule; HCR）を設ける。具体例として，現在

NAFOで議論されている図１の中の１から４までの資

源状態に関するHCRを以下に示す。しかし，これはあ
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くまでも科学委員会が例として提示したもので決定され

たものではない。

資源状態が「１」の場合は，FもSSBも基準値を満足

しているので，現状のFを維持するような方策が採られ

る。資源状態が「２」の場合，SSBの基準値は満足して

いるが，Fが高いため，将来SSBも減少していくことが

十分予測される。そのため，事前に決定されている期間

をかけてFを「１」の領域まで減少させる方策（漁獲量

や努力量の削減等）が採られる。資源状態が「３」の場

合も「２」と同様なFの減少策が採られる。なお，ここ

で注意しなければならないのは，SSBが回復域にあるた

めFbufはSSBの健全域のFbufよりも低い値となっている。

資源状態が「４」の場合，SSBも緩衝基準値を下回って

しまっているため，漁業を中断することになっている。

また，現在，この例に挙げた漁獲規制などの産出量規制

のみでなく，投入量規制(努力量規制)や技術的規制（体

長制限，禁漁期，操業禁止水域）などによる管理の効果

も検討されている。ICESでは，勧告に際して，限界基

準値は提示しないとしている。限界基準値はあくまでも，

予防的基準値推定のためのもので，管理方策は予防的基

準値を基に決定されるとされる。NAFOでも，図には

限界基準値が明示されているが，管理方策上の扱いは

ICESと基本的に変わらない。

各資源水準における管理方策は，様々な社会・経済的

な要素も十分考慮して決定される。そのため，許容リス

クも漁業や時代によっても変化するものである。しかし，

水産資源に対して様々な価値観の存在する現状で，どの

ようにコンセンサスのある許容リスクが決定されるの

か，現在このことに関して議論が行われているとはいい

難いし，当然，その行方も見えていない。

生態系保全への配慮

PAでは，対象種のみならず，混獲魚種，関連種，依

存種（Non-target, Associated, and Dependent Species;

NADSと略称される）への配慮も含め漁業の生態系へ

の影響も配慮することになる。ICESでは，かなり以前

より漁業対象種相互の関係(特に捕食-被食関係)を考慮

した資源評価/管理も試みられてきた。そして，PAに関

連して，複数種を考慮した基準値の推定なども行われて

いる(ICES, 1998)。しかし，これを管理方策決定の中心

に据えるにはまだ時間がかかりそうである。NAFOで

は，カペリン（シシャモの一種）の管理に他の生物群

（主としてタラや海産哺乳類）の餌としての重要性を考

慮した管理が行われてきた。しかし，NAFOでは，種
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相互間の関係を考慮した評価は極めて困難な状況である

（NAFO，1998b）。現時点では，NADSに関する情報の

決定的な不足のため，漁業のNADSへの影響を定量化

し，その不確実性も十分に考慮して管理方策決定を行う

という段階には至っておらず，そうするためには，かな

りの時間と多大な努力が必要であろう。また，前述の京

都宣言でも「複数種一括管理」として生態系を視野に入

れた資源管理が強調されている。今後，このような生態

系管理へ向けた調査・研究の発展に期待が寄せられてい

る。

一方，生態系保全については，今までにも野生動物保

護という視点から様々なところで議論されている。特に

近年，底曳網やはえ縄の混獲問題は注目を集めるところ

となっている(馬場，1999; 中野1998)。1999年のFAO水

産委員会で，「はえ縄の海鳥混獲回避」，「さめ類の資源

管理」に向け，各漁業委員会や沿岸国は行動計画を立案

し実施することが決定された。これに加え，NADSに

関連した対策は既に前述したCCAMLARばかりではな

く，ミナミマグロ保存委員会（CCSBT）などの機関で

も講じられている。これらは，PAの導入に先んじて野

生動物保護の視点から漁業管理の重要な要素として取り

入れられるようになってきたものである。そのため，現

実にはPAフレームワークの下で系統的に論じられてい

るというよりも，別立てで進行してきた。もちろん，漁

業の環境への影響を考慮する際，これらNADSへの影

響に関する配慮も今後の漁業管理の中で重要な位置をし

めることは疑いの余地は無い。

ただ，ここで注意しなければならないのは，野生動物

保護運動は，今まで「予防原則」の下で行われてきたこ

とである。漁業による「絶滅に瀕した種」への「許容し

がたい」影響を回避するための措置ということである。

北太平洋大規模公海流し網のモラトリアムは，この１例

である。このような運動をPAの下で漁業管理の中へ取

り込むには，例えば，「絶滅に瀕した種の保全」と漁業

の両立について，今後も幅広い層での慎重な議論が必要

である。

おわりに

水産資源管理へのPAの適用に関して幾つかの国際漁

業管理機関での実態を紹介した。PAの概念の下での管

理は，未だほとんどが議論や試行の段階で，完全に実施

されているとは言いがたい。そして，資源研究者間の多

くの議論が基準値に費やされてきた。実際の管理の議論

は，この議論の結果を受けてということになっていたよ



うである。

NAFOの第１回SC/FC合同会議で極めて興味ある表が

作成された（表1）。これは，科学理事会(SC)と漁業委

員会(FC)の任務分担表である。これは，どこまでが生

物学的な議論をもとに決定され，どこからが社会・経済

（政治も？）的な議論によって決定されるかを明示して

いる。現在，表の左側（生物学）については，ここで紹

介したようにかなりの議論が進んできている。しかし，

右側の部分については余り議論が進んでいない。例えば，

許容リスクのレベル設定等極めて重要なところの決定が

如何にされるのかが不明である。PAの下では，管理方

策決定や許容リスク決定にも透明性が確保されるべきで

あるとされる。今までも，科学的な勧告決定プロセスは

明確で且つ透明性が確保されていた。しかし，TAC決

定のプロセスは政治力による決定で，その根拠は曖昧で，

「科学委員会が勧告したTAC（日本で言うABC）の科学

的根拠の不十分性」等が規制導入遅延やTAC削減延期

の見かけ上の理由として用いられてきた。この部分に大

きな改革が行われないと管理は旧態依然のものとなる。

表１の右欄の第4項目が，水産資源の重要性の総合評

価結果とて捉えられるであろう。現在，科学委員会では，

限界基準値を超える確率は５～10%以下にすることを前

提とした議論が進められている。この危険水準も含め，

この許容リスク水準の決定は生物学では行えないもので

あり，社会・経済など多くの側面からの検討が必要であ

る。そこには，漁業の社会的な位置付けなども大いに影

響すると考えられ，行政官や漁業者のみならず，消費者

も含めた幅広い層の間での議論と理解が必要である。し

かし，現実はほとんど進展していない。1999年５月の

NAFOにおける第2回目のSC/FC合同会議では，行政官

から科学委員会での議論について十分に理解することの

困難性が指摘される等，まだまだ，幅広い層での議論に

至るには時間がかかりそうである。

南アフリカ共和国で開催されたICESの漁業管理に関

したシンポジウム（ICES, 1998b）は，水産資源学者ば

かりでなく，行政官や漁業者も参加したシンポジウムで

あった。このシンポジウムの議論の中では，勝川(1999)

が紹介しているようにManagement Procedureを目指し

た動きが目立った。これは，IWCの改定管理方式を元

にしていると言われる。Management Procedureとは管

理目的を明確にし，その下で実行手段や意思決定方式な

どを体系的に組み立てたフィードバック系による管理と

いうことである。PAの下で謳われ，実施されようとし

ている管理もICES/NAFOの議論を追う限り，このフィ

ードバック系の確立が大きな目標となっていると考えら

れる。このような視点で見ると，日本においても最近の

出版物には，極めて類似した考え方が色々なところに見

受けられる（松田，1999a，1999b）。残念ながら，松田

(1999a)の例は，水産ではなく，エゾシカの管理である

が。

京都宣言に見るように，漁業の人間社会への食料供給

という任務は，今後更に重要なものとなるであろう。そ

の責任を果たすには，漁業による資源の持続的利用を確

保することが重要なものとなる。過去の多くの資源管理

の失敗を繰り返さないためにも，今一度，資源管理・漁

業管理を考え直す必要がある。そのための「仕切りなお

し」の契機として，PAの資源管理への適用が行われた

と理解する。今，漁業関係者や行政の中には，PAの概念

そのものについての曖昧さやそのことによる多くの不安

を理由に変革を躊躇する意見が多く聞かれる。それより

も，将来の漁業のあり方について積極的に議論し，改革

への提言を積極的に行うことによって自らその不安を払

拭していくような取り組みが必要なのではないだろうか。

謝辞

嶋津靖彦遠洋水研所長からはPA全般に関する貴重な

コメントをいただいた。また，永延幹男同南大洋生物資

源研究室長には，CCAMLRのPAに関する資料を提供
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表１　予防的アプローチの下での資源研究者と漁業管理者の役割（NAFO, 1999c）.

資源研究者（生物学的解析）

１．資源状態の把握

２．資源量及び漁獲死亡に関連した資源状態の特定（図１
上での位置特定）

３．限界基準値とその信頼限界の推定

４．資源の現状及び将来予測における不確実性の把握

５．リスクアセスメントの実施

漁業管理者（社会・経済的配慮）

１．管理目的の設定，目標基準及び限界基準の設定

２．資源量及び漁獲死亡に対する管理戦略の決定（図１の
各段階における管理措置の決定）

３．資源回復及び資源崩壊からの回避のための漁獲死亡規
制に関する時間設定

４．管理措置を評価するための許容リスク水準の決定



していただいた。ここに深謝の意を表する。
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PAの資源管理への適用に際しては，資源に関する多くの情報が必要とされる。それでは，情報の多くない資源に関し

てはどうすればよいのか？Dr. John Caddy が「A short review of precautionary reference points and some proposals

for their use in data-poor situations (FAO Fisheries Technical Paper No. 379)」で幾つかの提案を行っている．さて，

読者諸氏はこの提案をどう考えられるか？（上図は，論文の表紙）．



第51回国際捕鯨委員会（IWC）科学委員会はカリブ

海の島国グレナダの首府セントジョージズで開催され

た。会期は1999年５月３日~15日となっていたが，その

前にニタリクジラの作業部会などがあり，日本代表団の

ほぼ全員が4月末にグレナダ入りした。同国はIWC加盟

40カ国の１つであるが，我が国にはあまり馴染みがない。

15年ほど前に米軍の侵攻があったと言えば思い出される

向きもあろう。アフリカ系を中心とする10万人足らずの

人々が佐渡島の半分位の国土で主にナツメグなどの香料

を生産している。一度バスで島巡りをする機会があった

が，ほとんどの家庭に植えられているバナナやマンゴー

などが印象に残った。会場はカリブ海に面するリゾート

ホテルであった。こうした南国情緒に包まれながら，会

場内では今年も様々な論戦があった。

本誌では科学委員会の結果を折りに触れて報告してい

る（畑中, 1993；宮下, 1994；加藤, 1997）。今回は，商

業捕鯨の再開に向けての改訂管理方式（RMP）の適用

試験を中心に，会議の結果を報告することにする。究極

の資源管理とも言われるRMPは1982年の商業捕鯨モラ

トリアムの付帯条件である包括的資源評価（CA）を進

める中で完成した。そこでは目視調査で推定される資源

頭数，その分散及び過去の捕獲頭数だけで捕獲枠が算定

される（田中, 1998）。現在，科学委員会では北太平洋

産のミンククジラとニタリクジラについてISTを行って

いる。ISTとは，複数の系群が混合する状況下で，様々

な設定でのRMPの適用試験（トライアル）をシミュレ

ーションにより行い，ありそうな仮説を詰めていくもの

である。ミンククジラではオホーツク海・西太平洋のO

系群（図1）と日本海・東シナ海のJ系群が存在する。前

者は資源が豊富で商業捕鯨の再開が可能と考えられる

が，津軽海峡や宗谷海峡を通じて後者と混合する。ニタ

リクジラでは北太平洋の沖合域に商業捕鯨の対象となる

系群が分布するが，東シナ海にも沿岸性系群が存在す

る。

これまでのIST

今回の会議を報告する前に，これまでのISTの進み具

合に触れておく。ミンククジラでは1993年の第45回京都

会議でISTの仕様がほぼ固まった。しかしO，J系群それ

ぞれに複数の亜系群が設けられ，沖合にはW系群も想定

された。その後，我が国研究者の努力により第48回会議

で非現実的な亜系群の存在は否定された。事務局の多忙

などで遅れていたISTの仕様も昨年の第50回会議で完成

した。会期末に作られた専門家によるメールグループで

は，基本的な４つのトライアルで選択肢を絞って残りの

44のトライアルを計算し，結果を今年の会議に報告する

こととなった。絞るべき事項は２つあり，日本の混獲に

ついて公式統計と鳥羽山らの推定値を用いた場合に結果

に違いがあるか，そして日韓市場での遺伝的解析による

Ｊ系群の割合をコンデショニング（将来予測のために既

存のデータで初期資源量などを推定）に用いるかどうか

である。しかし日本の混獲の取扱いをめぐってグループ

内の意見が分かれ，会議前には計算担当のIWC事務局

と音信不通になってしまった。

一方，北太平洋産のニタリクジラのISTはミンククジ

ラより数年遅れている。第48回会議でCAが終了した時

には，将来の捕獲の対象が沖合系群のみであることから，

短期間で作業が終わると予想された。しかし第49回会議

ではフィリピンなどでの沿岸系群の混合，ハワイなど島

周り群の存在，旧ソ連の捕獲頭数の過少報告が問題とさ

れた。第50回会議でも島周り群の有無で日米の研究者が

真っ向から対立した。最終的には，目視調査での出現水

域や過去の漁場から，沖合系群の分布域を10°N－43°
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第51回IWC科学委員会の報告
改訂管理方式の適用試験を中心に

川 原 重 幸 ！

図１ ミンククジラのＯ系群の索餌回遊（IWC, 1997より）.



た人は午後の予定が一部重なってしまったようである。

またこの日の4回目のSMはさすがに中止となっている。

以下，日本代表団の会議報告資料を参照しながら，各分

科会の概要を報告する。

RMP分科会

前述のようにミンククジラでは連絡が途絶えたままで

会議が始まったが，事務局はなんと日本の混獲の選択肢

別に48通りのトライアルを計算してきた。この膨大な計

算結果について，絶滅するとの極端な将来予測が出たJ

系群は除外し，O系群を中心に検討した。その結果，W

系群の有無を基本にその分布状況や調査線上の見落とし

率g(0)が違う10通りのトライアルが最終的に残った。一

方で水工研の協力により鳥羽山らの混獲推定値を再計算

し分科会に提出した。長い議論の末に，日本の混獲は議

長提案の下限25頭，上限75頭で一応の決着となった。

ISTにおける将来の混獲は，日本では海区別の資源量に

比例，韓国では97，98年の混獲頭数の平均を基準として

年々の資源量に比例となった。今後メールグループによ

り，ISTのコンデショニングなどの問題を解決し，代表

的なトライアルの結果から管理単位であるsmall areaな

どの選択肢を絞込むこととなった。

ニタリクジラについては科学委員会の前に会合をもっ

たことにより何とか作業を進めることが出来た。沖合系

群では島周り群や系群内構造について日本側の主張がほ

ぼ通った。東西に広いSub-area１では東経155°で二つ

に分けるオプションも採用され，Sub-area２ではSub-

area１と同じ系群，別の系群，両者が半分ずつの３つの

オプションとなった（図２）。過去の捕獲統計について

N，130°E－155°W（ハワイ南方海域を除く）と定義

した。さらにこの水域を180°で東西に二分割し，１つ

の系群が両Sub-areaに分布する，２つの系群が各々の

Sub-areaに分布するという2つの選択肢を確認したとこ

ろで時間切れとなった。こうした遅れを取り戻すため今

年は科学委員会の前に1日半の作業部会が設定された。

今年の科学委員会

今年の科学委員会は23カ国と国際機関などから例年並

の110人余りが出席した。200編を超える文書が提出され，

特に小型鯨類（いるか類）関連で多かった。日本代表団

は水産庁，遠洋水研，日鯨研，大学などの23名（通訳２

名を含む）で，出席者数がほぼ同じ米国とともに他の国

を圧倒した。科学委員会では，実質的な論議を各分科会

で行い，会期後半に分科会からの報告を必要であれば一

部修正の上承認する。そして会期末には，翌年までにさ

らに作業を進めるために，専門家からなるメールグルー

プを継続または新規に形成する。ちなみに今年は20のメ

ールグループが形成された。

分科会は３つの会場で９時から21時半まで同時並行的

に開催された。昨年とほぼ同じ，改訂管理方式（RMP），

原住民生存捕鯨管理方式（AWMP），原住民生存捕鯨

（AS），他の鯨類資源の包括的評価（CAWS），小型鯨

類（SM），ホエールウオッチング（WW）の６分科会に

加えて３つの作業部会が開かれた。日本代表団の集会所

の壁にはその日の分科会の予定が貼られる（表１）。日

本代表団のなかでは担当する分科会が決められており，

各人は多くの資料を抱えながら会場を行き来することに

なる。表１は５月8日の予定表であるが，○印を記入し
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表１　科学委員会での分科会開催状況．



は，旧ソ連や台湾，フィリピン，さらに日本の捕獲頭数

が過少報告ではないかとの指摘があったが，RMPの頑

健さから報告通りで支障がないとされた。これでISTの

仕様がほぼ完成し，次回会議に向けて事務局がコード化

することになった。

昨年，我が国は科学委員会の意見を取り入れながら

RMPで使用可能な２つの新しい目視調査を開始した。

ミンククジラでは，本年もロシアから入域が許可された

オホーツク海でノルウェー型の独立観察者モードで目視

調査を実施すると報告した（悪天候に悩まされながら8，

9月に実施）。ニタリクジラでは，北太平洋の広大な海域

を4ヶ年でカバーする目視調査を計画し，昨年は３隻の

目視専門船を用いてIWC標準の接近・通過両方式によ

り実施した。このうち１隻は新方式によるg(0)の見積も

りも行ったが，現時点では新方式がうまく行くかどうか

の判断は難しい。本年は昨年の海域の東側を調査するこ

とを報告した（８，９月に成功裏に実施した）。

AWMP分科会とAS分科会

AWMPでは，原住民捕鯨の特殊性を考慮した捕獲枠

算定法（CLA）や資源動態モデルについての高度に数

学的な論議が行われた。この算定法は我が国の小型鯨類

の管理に応用できるのではと期待される。ASでは，ロ

シアや米国などで原住民生存捕鯨の対象となっているホ

ッキョククジラやコククジラ，カリブ海のセントビンセ

ント・グレナディーン諸島で捕獲されたザトウクジラ，

資源量が100頭程度とされる西太平洋のコククジラなど

が論議された。今後は資源水準の低い鯨類資源について

も当分科会で検討することとなった。

CAWS分科会

CAWSでは，我が国の南極海でのミンククジラの捕

獲調査（JARPA）に関連して，一昨年5月に行われた

レビューでの指摘事項への対応状況，資源量推定で

Borchers博士らに依頼して進めている目視データの補

正，及びミトコンドリアDNA RFLP（制限酵素断片長

多型）解析とともに核DNAマイクロサテライト（数塩

基の単位の繰り返し）多型の予備解析などが報告された。

この他，遊泳パターンによる南半球産シロナガスクジラ

の亜種の洋上での識別の可能性が報告され，今後の南大

洋鯨類総合生態調査（SOWER）についても検討され

た。

SM分科会

今年のSMは20回以上も開催され他の分科会に影響が

出るほどであった。音響装置による混獲防止とシロイル

カ・イッカクの２つのテーマをレビューしたためであ

る。50編を越える文書が提出されたが，この中には英国

の環境保護団体であるEIAによる日本周辺のイシイルカ

資源の現状についての報告もある。そこでは，資源量推

定値が古いことや漁獲物に雌の割合が高いことなどが問

題視された。しかし，この報告は聞き取り調査が主体で

内容に問題がある上に，時期的に見て明らかにフライン

グである。SMでは毎年テーマを決めてレビューを行っ

ており，イシイルカは2001年以降にレビューするとなっ

ていた（今年の会議で2001年にほぼ確定）。遠洋水研で

は県などと連携しながら，資源量，系群，生物学，資源

動向，漁業や管理などの調査研究を開始している。特に，

上述のオホーツク海目視調査ではイシイルカについても
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図２　ニタリクジラの管理区（IWC, 1999）．



最新の資源量推定値が得られると期待している。

WW分科会及び環境部会での鯨類と漁業の競合論議

WWでは，世界的に流行しているホエールウオッチン

グが鯨類に与える影響評価とガイドラインの科学的レビ

ューを行った。また作業部会の１つである環境部会では，

世界の海洋における鯨類の年間食物消費量を試算した日

鯨研の田村・大隅論文の提出により，白熱した論議が行

われた。豪州の研究者は南太平洋での試算から鯨類が漁

業と競合しないと主張した。他の海域と比較して漁業活

動が少ない上にヒゲクジラ類の索餌場でない南太平洋で

こうした試算をやった意図は容易に想像できる。はたし

て，重要な漁業が存在しかつヒゲクジラ類の索餌場であ

るバレンツ海で生態系研究を進めるノルウェーの研究者

から反論を受けていた。鯨類と漁業の競合について，鯨

類を含めた海洋資源の持続的利用を図る立場と，鯨類は

神聖なものにして犯すべからずとの立場から，正反対の

結論が主張されることが多い。２つの結論の存在は，鯨

類などの高次捕食者による餌の消費量に関する情報が少

ないことを示すものであろう。

ISTの今後

ミンククジラでは，まずは来年初めに東京で開催され

る北西太平洋捕獲調査（JARPN）レビューでW系群が

本当に存在するかどうかの決着を目指すことになる。J

系群とO系群の混合についても時空間別のデータの蓄積

が必要である。当然，目視調査も重要である。大半の資

源量推定値が90年代初めのもので，目視調査から８年を

過ぎると毎年20％ずつ推定値を引下げるフェーズアウト

ルールの適用が始まっている。資源量を数分の１に過少

評価すると言われるg(0)問題では種々の実験による成果

が期待される。J系群が絶滅するとのISTの結果は韓国

沖で多数の小型個体が混獲される事実と矛盾する。J系

群については，分布域を広くカバーした目視調査を行う

とともに，コンディショニングに使っている韓国CPUE

の洗い直しが必要である（その後，メールグループによ

る洗い直しが進展し，意外な結果が出てきている）。

ニタリクジラでは，我が国近海（小笠原を含む）での

目視資源量が極めて低く，これが過去の捕獲による局所

的な枯渇ではないかと疑われている。この海域でのより

詳細な資源量調査を行う必要があろう。同時に沖合域で

の残り2年間の目視調査も着実に実施しなければならな

い。ISTについては今回出来上がった仕様を事務局が来

年までにコード化する予定である。ニタリクジラのIST

も基本的にはミンククジラと同じであるが，亜系群の想

定など異なる点もあり，作業の進展に注意する必要があ

る。

さて，筆者も今回で3度目の出席となり，科学委員会

での幅広くかつ奥深い論議も次第に理解できるようにな

ってきた。各国からの出席者の多くは鯨一筋の生物学者

であり，色々な場面でその豊富な生物学的情報が披露さ

れる。逆にモデルや統計が論議される場合には，人数は

少ないものの数学者の独擅場となる。彼らの論議を理解

するには高い数学的素養が要求されるからである。さら

に意図的あるいは政治的な発言をする出席者もいる。

ISTの作業はこうした各人各様の専門性や思惑を織り込

みながら進んでいる。この作業は，ミンククジラについ

ては来年が最終となり，ニタリクジラについても数年の

うちに完了すると見込まれる。したがって，当面は科学

委員会でのISTの作業が現実から遊離しないように努め

るとともに，長期的にはRMPの適用に向けて目視調査

の体制を強化し混獲情報の収集を促進する必要があろ

う。
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1999年の１月から２月にわたって行われた照洋丸第２

次調査航海の第２レグでは，はえ縄操業およびミナミマ

グロ産卵場調査のためのプランクトン採集を行った。こ

れについては本誌前号1) に短い記事を書いたし，近々出

版されるであろう調査報告書を参照してもらいたい。

さて，タイトルの珍しいえびについてである。はえ縄

操業ではまぐろ類といった重要魚種を狙っているわけだ

が，非重要魚種も多く釣れる。ミズウオ（図１）はその

中でも最も頻繁に釣れる魚のひとつである。獰猛（どう

もう）な顔つき，ブヨブヨな肉質，寄生虫だらけの内臓，

とくれば誰も食べてみようという気にはならないが，非

重要魚種といえどもひょっとしたら生態学的には何か重

要な役割を果たしているかもしれないので，何もせずに

捨てるわけにはいかない。というわけで調査航海では釣

れた魚は全て測定，解剖し，生殖腺や胃内容物の調査を

するわけだが，ミズウオの胃から変わった形態をしたえ

びを見つけた（図２）。

私のようなえび・かにの分類に関してはアマチュアで

も一目でこのえびが大変珍しいものだとわかったほど珍

奇な格好をしていた。簡単に説明すると，まず頭が非常

に大きい。このようなプロポーションを持つえびはそん

なに多くない。また，頭部から突き出ているツノ（額角）

は短いものの，かなり下方へ彎曲している。これも結構

珍しい特徴である。えび・かに類は甲殻綱十脚目

(Decapoda, Crustacea)に属し，その名の通り胸部には5

対10本の脚がある。飲み屋で食べる川えびの空揚げの材

料になるテナガエビでは，胸脚のうち前の2対にはりっ

ぱなハサミがあって２番目が大きく，これはコエビ下目

(Caridea)の特徴の一つである。分類学的には根鰓亜目

としてかなり離れるクルマエビ類や，コエビ下目と同じ

く抱卵亜目に属するザリガニ，オマールロブスターでは

前３対の胸脚にハサミがあり，ザリガニやオマールロブ

スターでは１番目が最も大きいが，クルマエビでは３つ

とも小さくほぼ同じ大きさをしている。抱卵亜目に属す

るかにややどかりは一目瞭然で，最初の１対にのみ大き

なハサミを持っている。ハサミを持たないのはイセエビ

類ぐらいである。

このミズウオから出てきたえびの胸脚を拡大して見た

ところ，驚くべきことに明瞭なハサミがどの胸脚にも全

く見あたらなかった。さらに，えび・かに類だけでなく

甲殻類全般にわたって，各付属肢には外肢といったもの

が付け根近くからニョキッと出ていて２叉状になってお

り胸脚も例外ではない。普通，胸脚の外肢は小さく痕跡

的になっているものが多いのであるが，このえびの胸脚

の外肢は胸脚本体よりも長くて立派で，最初，実体顕微

鏡で拡大して見た時には足が20本あるんじゃないかと驚

いたくらいであった。また，詳しい説明は省くが，腹部

は明らかにコエビ類としての特徴を持っていた。という

わけで，恥ずかしながらこのエビは一体どのグループに

属するのか理解できず混乱してしまった。

日本に帰ってから，以前に分類等でお世話になったこ

とがある武田正倫博士（国立科学博物館）にこのえびの

形態を説明すると，さすがに私と違ってあちらはプロ，

私のつたない説明だけですみやかに理解し早速文献2)

を送ってくれた。その文献の記載をみるとまさに我々が

採集してきたえびに間違いはないものであった。という

わけで，すでに名前のついているえびだったというわけ

であり，いささかがっかりしたが，その内容を読んでい

くうちに，とんでもないえびであることが判明したので

ある。すなわち，この記載はたった1個体に基づいたも

のであり，その1個体というのが，約50年前に行われた

ガラテア調査航海で採取された標本類を，最近になって
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ミズウオの胃中で発見した珍しいえび
－50年振りの世界2例目再発見－

張 　 成 年 ！

図１　はえ縄で漁獲されたミズウオ．全長約１m．

図２　ミズウオの胃中で発見した“バクエビ”（新称）．
体長約５cm．



ロシアの研究者がひっくりかえして調べていたところ，

偶然に発見したものであったのである。このえびは彼に

よると新科であり，当然のことながら新属、新種である。

彼はこのえびをGalatheocaris abyssalisと命名した。さ

らに彼は新上科(Galatheocaridoidea)の創設さえも提唱

している。というわけで，我々は，えび類の進化系統を

論ずる上で重要な情報を提供してくれるかもしれない非

常に稀なえびの２個体目を50年振りに発見したわけであ

る。

前述の模式標本は永年にわたって標本瓶中で雑然と保

存されていたせいか，形状はよくなくもちろん色あせて

いる。しかし，形態的に珍しい特徴を具えた新発見のえ

びということで，前述のロシア人研究者はかなり気合い

が入っていたようで，武田博士によると形態の記載には

これ以上加えることは無さそうということであった。し

かし，我々の標本はかなりフレッシュであり，生時の色

彩が白地にオレンジのまだら模様が浮き出たものである

ことが判明した。また，彼の記載は１個体のメスだけに

基づいたものであり，もしオスが我々の標本中にあれば

その生殖器官，雌雄差その他において何らかの新知見が

発見できるものと期待している。33個体調べたミズウオ

のうちでこのえびを食べていた，というか胃中にこのえ

びが見られたのは5個体であった。ミズウオからは合計

15個体のえびを発見し，今になって全部持って帰ればよ

かったと悔やんでいるが，そのうち10個体を冷凍で持ち

帰った。面白いことにメバチや他の魚からは一切発見さ

れなかった。この珍しいえびの形態はともかく，発見し

たいきさつは面白いのではと考え，短い英文のエッセー

にして欧州の甲殻類専門誌に投稿したところすぐに受理

された3)。

さて，ロシア人研究者が見つけた標本はセレベス海の

水深5,000mもある海域でのドレッジによって採集され

たものである。海底や海底付近に生息する魚や無脊椎動

物が収容されていた標本瓶でみつかったことから，彼は

このえびもその立派な胸部付属肢で5,000m程度の海底

付近で遊泳しながら生息しているものと考えた。その名

のabyssalisはまさしく深海にちなんだものである。我々

がはえ縄操業した海域も2,000から5,000mと深いが，枝

縄に装着した小型水深水温計（SBT500）からミズウオ

が釣れた水深が150mから300mの範囲でありメバチとさ

ほど差はないことがわかった。さらに，えびはどれもあ

まり消化されておらず，十分フレッシュで食べてもうま

そうな感じであったから，ミズウオに食べられてからさ

ほど時間は経過していないのではと推測した。昼夜で深

浅移動する別の深海性のえびであるヒオドシエビやチヒ

ロエビの類はミズウオの胃にもメバチの胃にも見られ

た。しかし，前述したようにメバチからはこのえびが見

られなかったことから，明らかにメバチの守備範囲より

は深いところにこのえびは生息しているものと考えられ

るが，明らかに海底ではないようである。さらに，

200mまでの水深で行ったプランクトンネット調査では

深夜に１個体このえびが採取できた。これも，海底性で

はないことの傍証になるであろう。また，前述の他の深

海性えび類よりは深浅移動の幅が狭いことも考えられ

る。

今回はまぐろ類を狙った操業であり，はえ縄は300m

よりは深くには達していないが，ミズウオはさらに深く

まで生息しているものと考えられている4)。ミズウオが

どれぐらい深いところまで生息しているかは未だにナゾ

である。1960年代にバーミューダ海域で深海底まで垂ら

したロープに噛み付く生物の調査が行われたが 5)，

1,000mより深くなるとミズウオの歯形あるいは歯その

ものは残っていないことが報告されている。大西洋の彼

方とこのインド洋では海洋構造が異なるであろうから，

これとて決定的なものではないだろうけれども参考には

なる。というわけで，私にはこのえびが2 ,000から

5,000mという深海底付近で泳いでいるとはとうてい考

えられない。大体からして他の深海えび類は殻がフニャ

フニャしているのだが，このえびでは殻が結構頑丈なこ

とも理由のひとつである。以上の貧弱な根拠から推定す

るに，この海域では200mくらいから500mあるいはそれ

よりやや深いところで，比較的狭い深浅移動の幅を持っ

て遊泳生活しているのではなかろうか。生息深度に関し

てはこれ以上のことは今のところ不明である。

ところで，全く同じ海域で1970年代に東京水産大学の

グループが同じようにはえ縄操業を行っており，ミズウ

オの胃内容物調査も行っている6)。その中の記載で出現

頻度も今回と良く似ている“種不明えび”というのがこ

のえびであろうと私は想像した。当事者であった藤田清

先生(現東京水産大学教授)は当時のことをよく覚えてお

られて，写真をお見せしたが，このえびとは違うもので

あったと断言された。ミズウオは世界中に広く分布して

いるが4)，世界中の海を調査している遠洋水研の誰に聞

いてもこんなえびは見たことがないそうだ。ということ

はこのえびの分布は東部熱帯インド洋からインドネシア

周辺の水域に限られているだけでなく，同じ場所でも季

節変動があるということになる。

さて，このえびの和名であるが，武田博士によれば和
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名は付けたもの勝ちだそうだ。学名を直訳すればガラテ

アコエビとかシンカイコエビとかになるが，そんなにシ

ンカイそうではないようだしガラテア何とかというのも

肩ひじ張っているような感じでしっくりしない。船上で

は我々はバクエビと呼んでいた。夢を食べるあの獏であ

る。人にこの名を話すと皆一様に笑うのだがどうでしょ

うか，良いネーミングだと思うのだが。ということで，

このえびの和名（新称）として“バクエビ”を提唱した

い。

最後に，この“バクエビ”に関する情報を提供してい

ただいた武田正倫博士，ミズウオに関する文献や情報に

ついて御指導いただいた久保田正教授（東海大学）及び

釣獲水深情報に関してお世話になった岡崎誠研究員（低

緯度域海洋研究室）に感謝いたします。
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有志による水産資源解析学の勉強会を毎週月曜日の17：30から行っています。７月に始めた時には数名でしたが，

現在では毎回10名程度の方が参加しています。勉強会では最近，成山堂書店から出版された「水産資源解析学」

（山田作太郎・田中栄次共著）を輪講形式で読んでいます。

日本語で書かれた資源学の本としては，昨年改訂版が出版された恒星社厚生閣の「水産資源学総論」（田中昌一著）

があまりにも有名ですが，この本はそれよりは易しく，東大出版会から出ている「水産資源学」（能勢幸雄・石井

丈夫・清水誠共著）と同程度であると思われます。しかし，この本の方が勉強会での使用に向いているように感じ

ています。というのは，懇切丁寧に解説されているテキストでは，読むだけで内容を理解した気になってしまい，

セミナーにおいて大切な「行間を埋める」努力が出来ない可能性があるからです。このような勉強会では多少間違

いがあって（初版のためか）説明が簡略な本の方が適当である，と考えています。

私がこのような勉強会を思い立ったのは，皆さん日常の業務で忙しいため，意識して時間を作らないとなかなか

基礎的かつ系統的な知識の習得が出来ないのではないか，またお互い教えあったり議論したり出来るので，自分一

人で教科書を読むよりは効率的ではないか，と考えたことによります。

実際に勉強会を行ってみて，最初は担当者がセミナー形式に戸惑いを感じているようにも見受けられましたが

徐々に慣れてきて，最近では活発な議論もされるようになってきています。

また，純粋な生物学をバックグラウンドに持つ研究者と物理・数学をバッググラウンドに持つ研究者の両方が参

加されていることもあり，異分野の研究者の斬新な発想や物の見方に驚かされることが多くあって，非常に有益に

感じています。資源研究者と生物研究者の論争の話を聞くことは多いのですが，両者は違う世界に住んでいるわけ

ではなく，単に目標に対するアプローチの方法が異なっているだけのように思いました。両者がお互いに理解し合

うためにも，突き詰めて議論する必要があるように感じています。

私の力不足のため当初考えていた目的がどこまで達成されているかについては疑問に感じますが，勉強会自体は

ようやく軌道に乗ってきた感がありますので，関心をお持ちの方の参加を心よりお待ちしています。現在使用中の

教科書は11月位に終える予定ですが，その後もなんらかの形で勉強会を続けていきたいと考えています。ご協力と

アドバイスをよろしくお願いします。

庄野　宏（浮魚資源部／数理解析研究室）

水産資源解析学に関する勉強会について



はじめに

小型まぐろはえ縄（以下，単に小型はえ縄と呼ぶ）に

よるビンナガ漁獲量の増加が近年著しい。平成９年漁

業・養殖業生産統計年報（以下，農林統計と呼ぶ）によ

ると，その量はそれまで年間４～８千トン程度であった

のに，1993年に前年の2倍である16千トンになり，その

後も16千トン以上を保ちつつ97年には20千トン台を突破

して25千トンにまで達した。このビンナガ漁獲増が総漁

獲量を押し上げている（図1）。北太平洋における我が国

のビンナガ漁法別漁獲量（表1）を見ると，小型はえ縄に

よる漁獲量は，94年以降は近海はえ縄と遠洋はえ縄によ

る漁獲量の合計よりも多くなり，また遠洋竿釣りによる

漁獲量に匹敵するようになった。一方，近海・遠洋はえ縄

による漁獲量も確かに増加傾向にあるが，小型ほどでは
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小型まぐろはえ縄漁業によるビンナガ漁獲量の増加について
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図１　小型はえ縄による漁獲量（千トン）とその出漁日数
（千日）．
平成9年漁業・養殖業生産統計年報より.

表1 日本の北太平洋におけるビンナガの漁法別漁獲量（トン）．



ない。

どの魚種を扱う場合でもそうだと思うが，国際会議で

発表するために近年の漁業の概況を記述したドキュメン

トを作成する必要があり，漁獲量の経年変化についての

表は必ず掲載することとなる。執筆の担当者から，その

増加の原因についてたずねられたときには「ビンナガ資

源量は90年代初めごろから増加傾向が続いていることは

わかっているが，なぜ小型はえ縄だけ増加なのかわから

ない」と回答するしかなく，悔しい思いをしてきた。解

析すべき漁獲統計資料がなかったからである。

まぐろ類の統計資料と小型まぐろはえ縄漁業

水産資源の研究をするにはその漁業の統計が必要不可

欠である。遠洋水研浮魚資源部，およびその前身である

南海区水産研究所では，古くからまぐろ・かじき類を漁

獲する漁業が提出する漁獲成績報告書をもとに統計を編

さん・解析し，漁業の動向をモニタ―してきた。はえ縄

に関しては近海および遠洋はえ縄を対象として，はえ縄

漁場別統計を作成してきた。小型はえ縄に関しては，

「焼津入港船資料にもとづくまぐろ漁業稼働状況」等に

部分的な記述はあるが，94年まで漁獲成績報告書の提出

が義務づけられていなかったため，その全体的な動向は

あまりよくわかっていなかった。小型はえ縄は，その漁

業の規模およびその漁獲量が近海・遠洋はえ縄に比べて

小さく，国際資源管理機関ともあまり関連が無かったた

め，漁場別統計の必要性があまりなかったからであろう。

80年代の南太平洋諸国との関係や，最近年の太平洋での

新たな資源管理機関設立の動きといった情勢の変化によ

って，次第に重要視されるようになってきた。

近海まぐろはえ縄および遠洋まぐろはえ縄漁業は指定

漁業であり，それぞれ20トン以上120トン未満，120トン

以上の漁船により行われる。それ以外，すなわち20トン

未満の漁船によって行われるのが小型はえ縄漁業とされ

ている。小型はえ縄は承認船と届出船の２種類にわけら

れ，操業できる海域が異なり，前者は図２に示す範囲内，

届け出船は200海里内と規制されている。小型はえ縄船

の中でその出漁日数の７～８割を占めるのが10トン以上

20トン未満船（以下，10～20トン船と呼ぶ）である（図

３）。10～20トン船は1航海が短いもので３～４日，長い

もので1カ月以上にわたり，最も多いのが10日～２週間

程度である。１航海あたり操業数は１～20回で，10回前

後が最も多く，1,000～2,200鈎／回を使用する。ビンナ

ガ，メバチ，キハダの漁獲量が多い。

94年に漁獲成績報告書の提出が始まってから資料は蓄

積され，現在94～97年の小型はえ縄のひきのばしをした

漁場別統計が暫定的ながら整備され，それを用いての解

析が可能となった。ただ，提出される小型はえ縄の漁獲

成績報告書は10～20トン船からだけであるので，漁場別

統計もそれらのみが対象となっている。上で述べたとお

り10～20トン船の実態がわかれば，小型はえ縄のかなり

の部分がカバーできていると考えてよいだろう。

近年の小型はえ縄の漁場

まず，漁場別統計を使用して近年の小型はえ縄の漁場

を見てみよう。図４に94～97年の平均漁獲努力量の分布

を使用釣鈎数で四半期別に示す。季節ごとにかなり大き

く漁獲努力が移動することが明瞭にあらわれているが，

これは季節および海区によって対象となる魚種が異なる

ためである。第１および第２四半期は伊豆列島西側の四

国，九州沖に，第３および第４四半期は30°N以北

140°E以東の海域（東沖）に漁獲努力が最も集中して

いる。また，赤道～15°N，130°～160°Eの海域はそ

れほどの集中度ではないが，周年一定量の操業が行われ
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図３　小型はえ縄のトン数階層別出漁日数.
平成9年漁業・養殖業生産統計年報より.

図２　小型はえ縄の操業許可水域（承認船）と集計のため
の漁場区分．
最も太い線の外側は操業禁止区域.
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図4 小型はえ縄の漁獲努力量（釣鈎数）の分布，94－97年の平均．漁獲成績報告書をもとに作成された漁場別統計から集計．

図5 小型はえ縄によるビンナガ漁獲量（トン）の分布，94－97年の平均．漁獲成績報告書をもとに作成された漁場別統計から集計.



ている。

次に小型はえ縄によるビンナガ漁獲量の分布（図５）

を他の魚種の分布と併せて調べてみると，第１および第

２四半期は伊豆列島西側漁場ではビンナガが主対象とな

っている。このうち第2四半期はクロマグロも混じって

漁獲されるため，より集中度が高くなっていると考えら

れる。第３四半期の東沖ではメバチを対象としており，

ビンナガはあまり漁獲されない。第4四半期になると東

沖ではメバチのほかにビンナガも対象となってくる。南

方漁場では周年メバチおよびキハダを対象としており，

ビンナガはほとんど漁獲されない。これらのほかに15°

～25°Nにある中南漁場では，漁獲努力はあまり大きく

ないが漁獲量は伊豆西側や東沖に次いで大きい。

この４年間，年計の釣鈎数にはほとんど変動はみられ

ないし，季節別漁場別の釣鈎数もあまり変動していなか

った。

釣獲率の経年変動

ビンナガ漁獲量の増加は，いつの時季，漁場での漁獲

増によるものなのか。上であげた重要な漁場のうちビン

ナガが対象となるところについて，その釣獲率の経年変

化を見てみよう。といいたいところだが，上で述べたと

おり小型はえ縄の漁場別統計は94年からしかないので，

近海はえ縄のうち20～50トン船の釣獲率で代用すること

とする。注目すべきポイントはふたつで，ひとつは93年

は前年比でどう変化したかであり，もうひとつは93年以

降はそれ以前と比べ高いままでいるか，という点につい

てである。

ビンナガにとって最も重要な季節漁場，すなわち第1

および第２四半期の伊豆西側ならびに第４四半期の東

沖，における20～50トン近海船のビンナガCPUE（釣鈎

千本当りの漁獲重量）の78～97年の経年変化を示す（図

６A）。いずれの季節漁場においても，この20年間に増

加傾向を示している。93年に前年比で急にCPUEが増加

している季節漁場もみられないし（せいぜい伊豆西側の

第１四半期で若干の増加（13%増）が見られるにとどま

る），93年ごろ以降レベルアップした様子もみられない。

一方96～97年に関していえば，伊豆西側の第１四半期の

CPUEが非常に大きく増加していた。

次に，上の漁場に次いで重要な中南漁場における

CPUEを見ると（図6B），どの季節においてもCPUEは

92～95年に大きく増加した。78～92年の平均値と94～97

年の平均値で比べると2.6～5.6倍となり，94年以降大き

なレベルアップがみられた。94～97年の中南漁場での年

漁獲量は4千トン前後であり，20～50トン近海船の

CPUEの変化から考えると92年ごろまではせいぜい１千

トンであったろうと思われ，中南漁場でのCPUE増加が

小型はえ縄全体の漁獲量増加にある程度貢献していると

考えることができる。

漁獲努力の集中したところでCPUEが大きく増加する

と漁獲量の増加として明瞭にあらわれるはずであるが

（96～97年が好例である），93年からのビンナガ漁獲量の

増大は，伊豆西側や東沖漁場でのCPUEの増加では説明

することはできない。また中南漁場のCPUE増加による

漁獲量増は３千トン程度であり，92～93年の漁獲量の

差，８千トンをこれだけで説明することもできない。

ナイロン縄の導入

ナイロン縄への転換は漁獲効率の増加に大きな影響を

与えたと考えられている。かつてまぐろはえ縄漁具の幹

縄にはテトロン等のポリエステル系のロープを染料加工

したものが多く用いられたが，89～90年の短期間に小型

はえ縄船のほとんどが，幹縄も枝縄もナイロンテグスを

使用した漁具に転換したと言われている。そしてビンナ
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図6A ビンナガ主力漁場における20～50トン近海はえ縄の
ビンナガ漁獲重量のCPUE（kg／千鈎）．
92～93年に急にCPUEが増加している季節漁場もみ
られないし，93年ごろ以降レベルアップした様子も
見られない．97年の大幅増は見られる．

図6B 中南漁場における20～50トン近海はえ縄のビンナガ
漁獲重量のCPUE（kg／千鈎）．
93～95年にCPUEが大きく増加し，93年ごろ以降レ
ベルアップした様子も見られる．



ガCPUEでみると，ナイロン縄の漁獲効率は従来縄と比

べ東沖漁場で1.4倍，小笠原漁場では2.1倍と報告されて

いる（藁科1990）。

ナイロン縄の導入が92～93年ごろであれば，その漁獲

量の増加を説明する材料となりうるが，実際の導入の時

期は異なっている。CPUEの経年変化（図6）には89～

90年ごろに，それが増加したという形跡は特にみられな

い。おそらく，ナイロン縄導入直後の時期は直前と比べ

来遊資源量が少なかったと考えるのが妥当であろう。い

ずれにしろナイロン縄の導入と93年からのビンナガ漁獲

量の増大とは直接的な関係はなさそうである。

漁場のシフト

あらためて農林統計をみると，小型はえ縄の出漁日数

は89～93年に増加している（図3）。このうち89～91年に

は74千日～97千日（30%増）と急激に増加したが，ビン

ナガの漁獲量が大きく増加した92～93年には微増（4%

増）にとどまっている。年トータルの漁獲努力量の増加

でもビンナガ漁獲量の増加はとても説明できそうにな

い。一方，メバチとキハダの漁獲量をみてみると（図７）

87～92年に両者とも増加傾向にあるがそれ以降は減少傾

向にある（図8）。92年以降のメバチおよびキハダ釣獲率

の継続的な減少があったという情報はないので，漁場の

シフトがあやしい。すなわち，メバチ，キハダが比較的

安定して漁獲できる南方漁場からビンナガが多く漁獲さ

れる漁場に移動したのではないかということが考えられ

る。これを明らかにするには漁場別の漁獲努力量の統計

が必要である。

実はこんなことを調べているんですよと，はえ縄統計

の編さんを担当している宮部熱帯まぐろ研究室長に相談

したところ，農林統計および遠洋水研の漁場別統計以外

にも小型まぐろはえ縄関連の資料があることを教えてい

ただいた。それは，全国近海かつお・まぐろ漁業協会に

よって84年から３か年計画で実施された，小型かつお・

まぐろ漁業調査指導委託事業の報告書である。これは20

トン未満かつお・まぐろ漁船の漁業者に調査表（漁獲成

績報告書の簡易版と推察される）を記入提出してもらい，

それを集計するという調査であった。この結果として，

10～20トンのはえ縄専業船について，84年4月～86年12

月の四半期5度区画別の操業日数と魚種別漁獲重量が示

されており，調査表の回収率は84年が74%，85および86

年が56%であった。

季節漁場別の漁獲努力量の歴史的変化をみるため，こ

のデータから85-86年の四半期別漁場別の平均操業日数

の割合を集計し，同様にして小型はえ縄漁場別統計につ

いても94-97年を集計したものを図8に示す。ここで用い

た漁場の区切りは図２に従った。その結果，第１および
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図７　小型はえ縄によるメバチ，キハダの漁獲量（トン）．
平成9年漁業・養殖業生産統計年報より．

図８　小型はえ縄の季節別漁場別漁獲努力量の割合．
4四半期の計で100%となる.
85-86年：昭和59年～昭和61年小型かつお・まぐろ
漁業調査指導委託事業報告書から集計.
94-97年：漁獲成績報告書をもとに作成された漁場
別統計から集計.



第２四半期には，ビンナガ釣獲率の高い伊豆西側で漁獲

努力の割合がそれぞれ3.2，9.1ポイント増と大きく増加

した。第４四半期には，ビンナガ釣獲率の比較的高い東

沖で6.9ポイント減少したものの，同じく伊豆西側で2.4

ポイント増加した。一方，南方漁場については，第4四

半期に3.4ポイント増加したものの，第1～3四半期に0.9

～4.2ポイント減少した。つまり，85-86年期から94-97年

期にかけてビンナガ漁場への漁獲努力が増加し，メバ

チ・キハダ漁場である南方漁場では減少するといった漁

場のシフトが起こったことが明らかとなった。87～93年

は資料がないため解析できず，この間の漁獲努力量の地

理的分布や，その変化の緩急，すなわち８年間で少しず

つシフトしたのか，あるいは１，２年の短期間に，なの

かは不明である。ビンナガ漁獲量が大きく増加したのが

92年と93年の間であることから，この短期間に94-97年

の漁獲努力量の地理的分布になったと考えるとつじつま

があう。そうであれば，この漁獲努力量の増加がビンナ

ガの漁獲量を押し上げたと説明することができる。

まとめ

93年以降の漁獲量増加は，ビンナガの主力漁場である

第１および第２四半期の伊豆西側や第４四半期の東沖で

のCPUE増加という現象では説明しきれない。むしろ，

副次的な漁場である中南漁場で見られる94年以降CPUE

のレベルアップによるところが大きい。これらのほかに

一部の船がビンナガ漁場（伊豆西側）へシフトしたこと

が加わって，93年以降の16千～25千トンの漁獲量を実現

しえたのであろう。そして97年に見られる８千トン漁獲

増は伊豆西側の第１四半期のCPUEの大幅増が大きく貢

献していると考えられる。残念ながら，93年に前年から

大きく増加したというはっきりした証拠はみつけること

はできなかったが，93年に漁場のシフトが起こったとい

う可能性はある。

新たに発見された（筆者が知らなかっただけであるが）

資料である小型かつお・まぐろ漁業調査指導委託事業報

告書が，ビンナガ漁獲量増加の原因を説明するひとつの

手がかりとなった。とにかく資料がないことには調べよ

うがないということを痛切に感じた。特に全体的な努力

量の変化といったようなものを知るには網羅的な資料が

不可欠である。漁業者の方々には今後とも漁獲成績報告

書をきちんと提出していただくようお願いしたい。

今回の解析の中心は小型はえ縄のうちの10～20トン船

についてであったが，10トン未満船については資料がな

いためほとんど何もわかっていない。10トン未満船はそ

の漁獲努力量（出漁日数ベース）が小型船全体の2～3割

にしかならないが，ビンナガはその最も重要な対象であ

ると思われるので，どのような操業形態をとっているの

かを把握しておきたいと考えている。
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（近海かつお・まぐろ資源部／かつお研究室）
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図　ビンナガ（別名：トンボ，ビンチョウなど）．
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平成11年５月21日から６月17日まで，平成11年度開洋

丸第１次調査航海として，WOCE-P1ライン再観測調査

が行われた。これは，科学技術庁が中心となり，水産庁，

気象庁，海上保安庁水路部などが参画し，平成９年度か

ら13年度までの5カ年計画で実施されている，科学技術

振興調整費総合研究「北太平洋亜寒帯循環と気候変動に

関する国際共同研究（SCGE）」の一環として行われた

ものである。この航海に，遠洋水研から渡邊，亀田の２

名が乗船した。ここでは，この航海の概要について紹介

する。

調査の目的

開 洋 丸 が WOCE (World Ocean Circulation

Experiment)計画で定められた定線を観測するのは３度

目になる。平成５年度のP２ライン，平成８年度のP８

ライン，そしてP1ラインである。過去のP２観測では，

北緯30°に沿った東西断面，P８観測では東経130°に

沿った南北断面を通過する流れや物質の様子が明らかに

なった。今回のP１ラインは，北緯47°線に沿って北太

平洋亜寒帯域を東西に切る観測線である。

北太平洋亜寒帯域は，気候変動の影響をうけ，海洋の

長期変動が顕著に現れる海域であることがわかってきて

いる。また，この海域は二酸化炭素などの地球温暖化物

質が海洋に吸収される海域として注目されている。

WOCE計画の先駆けとして1985年にアメリカのスクリ

プス海洋研究所を中心とするグループがR/V Thomas

Thompsonにより，P１ラインでの詳細な物理・化学観

測を実施し，高精度データを取得している。このデータ

と比較できる観測データがあれば，ここ10年間に亜寒帯

域で起きた変化が把握できる。そこで，99年に水産庁開

洋丸がP1ラインの西部海域，海洋科学技術センターの

「みらい」が中・東部海域，カナダが西経145°から北米

岸までの観測を行うこととなった。これら3つの機関に

よる観測により，現在の北太平洋亜寒帯域を横断する東

西断面図が完成することになる。

調査の概要

今航海には，北海道大学，東北大学，静岡大学，東海

大学，鹿児島大学，資源環境技術総合研究所，中央水研，

遠洋水研から調査員，補助調査員合わせて15名が参加し

た。

C T Dには今回開洋丸に装備されたばかりの

LADCP(吊り下げ式ADCP)が取り付けられ，従来の温

度，塩分，溶存酸素に加えて海面から海底直上までの流

れの分布の観測が行われた。また，所定水深(24層)でロ

ゼットマルチサンプラーによる採水が行われた。今回

WOCEの観測ということで，採水項目が非常に多かっ

た。塩分，溶存酸素にはじまりトレーサー類(CFC-

11(フロン11)，CFC-12(フロン12)，SF6(6フッ化硫

黄))，炭酸類(TCO2(全炭酸)，pH，アルカリ度)，栄

養塩類(ケイ素，リン，硝酸，亜硝酸)，クロロフィル，

C13，C14，アルゴン同位体，窒素同位体，酸素同位体，

重金属元素などであった。これらそれぞれに異なった採

水瓶(中には注射器で採水するものもあった)があり(図

１)，採水方法を覚えるだけでも一苦労であった(項目に

よっては空気が入ると採水のやり直しといったシビアな

ものもあった)。また，１日２回北太平洋標準ネット

(NORPAC)を水深150mから鉛直曳きして動物プランク

トンの採集を行った。塩分，溶存酸素，トレーサー，炭

酸類，栄養塩類に関しては船上で分析を行った。これら

の分析機器のほとんどが参加機関からの持ち込みであっ

た。特に生物研(ドライ)にはトレーサー，炭酸類を測定

するための分析機器やガスのボンベが所狭しと並べら

れ，一見，何かの秘密工場のようであった(図２)。

WOCE-P1ライン再観測調査

亀 田 卓 彦1・渡 邊 朝 生2！

図１　採水用のサンプル瓶．
CTD揚収前になるとこのかごが24個並ぶ．
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航海中のこと

観測は，５月23日の北海道厚岸沖の定点からスタート

した。最初の数点は測点間隔が短く，採水にも慣れてい

なかったためか，採水が終わる前に測点についてしまう

といったもたつきが見られたが，測点をこなしていくう

ちに解消された。ただ，そうはいっても観測中のスケジ

ュールはハードであった。最も深い測点では水深

6,000mを超え，CTDの上げ下ろしだけでも5時間近くか

かる。CTD揚収30分前になると，海洋研(ドライ)には，

ニスキンボトルの数だけ買い物かごが並べられた。そし

て，その一つ一つに採水瓶が15種類である。CTDを収

納して採水を開始してから終了するまで2時間以上かか

る場合もあった。採水が終わったかと思うと，サンプル

の分析が待っているのである。ゆっくり寝ている余裕は

なかった。

観測に付き物の測器のトラブルはほとんどなかった。

いくつかあげると，CTDについているアルチメータが

航海中不調だったために海底直上10mまでCTDを降ろ

すのに神経をすり減らしたこと(CTDのオペレーション

を担当していたある調査員は海底が近くなると機嫌が悪

くなったそうである)，CTDセンサがクラゲを吸ってし

まったためにセンサ交換を余儀なくされたことくらいだ

ろうか。観測期間を通じて，天候にも恵まれた。一度だ

けちょっとした時化模様となったが，調査を中断するほ

どではなかった。まずは順調な航海であったといえよ

う。

おわりに

８月から９月にかけて，開洋丸に続いて「みらい」に

よる観測も行われた。今後は，カナダのデータもあわせ

て解析を進める予定である（図3，4）。今航海の実施に

関しては，科学技術庁海洋地球課，水産庁漁場資源課の

担当係官，開洋丸の乗組員の皆様にお世話になった。こ

の場を借りて，お礼申し上げる。

（海洋･南大洋部／高緯度域海洋研究室1，低緯度域海洋

研究室2）

図２　様変わりした生物研(ドライ)．
手前のテーブルにのっているのはCFC(フロン12と
SF6(6フッ化硫黄)の分析装置．

図３　P1ラインに沿ったポテンシャル水温の断面．開洋丸
のＣＴＤ観測結果を用いて作成した．

図４　WOCE-P1再観測の観測点．○は開洋丸が観測した点，�は「みらい」の観測予定点，×はカナダの観測点．
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私は平成10年３月に山口県内海水産試験場を定年退職

し，水産庁の臨時雇用非常勤職員（乗船調査員）として

これまでに，まぐろ調査に用船されたはえ縄漁船「たい

けい」に５航海と北海道教育庁実習船「若竹丸」に１航

海乗船した。「若竹丸」は水産高校の実習船としては日

本最大で666トンもあり，近代設備の整った豪華船であ

る。その上，途中ホノルルにも寄港し，この船での生活

は夢のようであった。一方，「たいけい」の方は119トン

の小さな老朽船で，この７月の航海を最後に廃船となっ

た。そこで，本誌を拝借して，５航海もお世話になった

「たいけい」と乗組員の方々に感謝の気持ちを込めて思

い出を語ってみたい。

「たいけい」はその船名からしていかにも官庁船のよ

うであるが，実はれっきとした漁船で，宮城県石巻市の

大慶漁業（株）に所属している。この船は昭和52年にさ

んま棒受網漁船として建造され，その後まぐろはえ縄漁

船に改造されたもので，冷凍設備は貧弱で－18℃までし

か下げられず，「若竹丸」の－60℃とは比較にもならな

い。航海速力９～10ノットで，遅いことこの上ない。乗

組員は昨年は９人であったが，今年は11人で，年令は65

歳を筆頭に殆どの人が50歳を越えていた。乗船調査員は

2人で，遠洋水研の若い研究者か水産系の大学生とペア

ーを組むことが多かったが，最後の２航海は元富山県水

産高校教諭の木島登氏（63歳）とペアーを組んだ。その

ため平均年齢はさらにアップし，まさに「老朽漁船と老

人たち」と言った感じになってしまった。しかし，乗組

員は誰も皆まだまだ若いと思っているようで，小生も例

外ではない。

乗船して先ず困ったのは船が小さいため食堂や通路の

天井が低く，十分に注意に注意をしていてもつい蛍光灯

の鉄枠などに頭をぶつけてしまうことである。さらに困

った問題は乗組員の東北弁で，同じ日本人でありながら

こうまで言葉が通じないとは夢にも思わなかった。乗組

員は石巻市周辺の漁村や島の出身者が多く流暢な東北弁

が飛び交うので，初めのうちはなにを言っているのかさ

っぱりわからなかった。これが完全に理解できるように

なるには数年はかかりそうな気がした。乗組員には無口

な人が多かったが，話してみると見かけによらずお人好

しで，調査にも大変協力的であった。

「たいけい」による調査は，まぐろ類の魚体測定と絶

滅危惧種であるアホウドリの混獲回避装置の開発が主な

目的で，それに種々の調査が上乗せされたものである。

調査員の仕事は，海鳥類の目視観察による分布調査を初

め，海鳥混獲回避装置の効果調査，はえ縄の操業記録，

漁獲魚の魚体諸測定，耳石や各部位の標本採取，さめ類

の標識放流，XBT観測，TDR（水深水温計）調査など

老朽船と老人たちの航海記

林 　 泰 行！

図　調査船たいけいの後ろ姿．



10尾も入っていることもある。そんなときには，「資料

収集のためだ。俺を憎まずに成仏してくれよ。南無阿弥

陀仏，南無阿弥陀仏」と，声には出さないが，心の中で

お経を唱えながら作業をした。

揚縄作業が終わると風呂場の周りが順番待ちで騒々し

くなる。風呂は小さくて１人ずつしか入れないので，洗

い終わった人は素裸でデッキに出て体を拭く。幸い，調

査員には揚縄終了後の片付け作業がないので，何時も真

っ先に風呂場に駆け込み，５分くらいでシャワーを済ま

せ，冷えた缶ビールをグイッと飲む。これが一日で最も

幸せなときである。しかし，船では深酒は禁物で，最長

老の操機長は「これまでの船乗り生活で，飲んで転落死

した仲間が４人もいる」と言っていた。

「たいけい」は老朽船のため機器類や電気系統の故障

も多かったが，機関部員の腕は確かで，大抵の故障は直

してしまう。今年６月にはエンジンが故障し２日間漂流

したが，応急修理をし自力で焼津まで引き返した。その

ため，最後の航海ではその遅れを取り戻すためかなりの

ハードスケジュールとなったが，漁労長を始め乗組員の

努力により今年度の調査をほぼ予定どおりに終了し，７

月25日に無事母港の石巻に帰港した。

これで「たいけい」ともお別れかと思うと目頭が熱く

なった。お世話になった「たいけい」に合掌し，石巻港

を後にした。翌日，遠洋水研へ調査報告に行ったら，有

りがたいことに慰労会が準備してあった。屋上で夕暮れ

の富士山をバックに，所長さんをはじめ浮魚資源部の担

当の方々と懇談しながら飲むビールやさざえのつぼ焼き

の味はまた格別であった。翌朝，よい研究成果が挙がる

ことを祈りながら木島氏と別れ，帰途についた。

（乗船調査員）
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多岐にわたっている。どの調査も遠洋水研の各研究者の

指示に従って行うので，対象魚種によって測定方法や採

集物が異なり，覚えるまでが大変であった。また，筆者

も木島氏もパソコンが苦手で，時々XBTやTDRの入力

に失敗し，作動しなくなることもあった。そんなときに

は水研へ電話かＦＡＸで問い合わせて，何とか急場をし

のいだ。

漁獲魚の生物測定は，例えばビンナガの場合は尾叉長，

体重，生殖腺重量，製品重量などの測定，耳石，筋肉，

臀鰭採取などである。メカジキの場合は，下顎全長，眼

窩長，体重，生殖腺重量，製品重量などの測定と，吻，

頭部，筋肉，臀鰭採取などである。そのため，大型のま

ぐろやかじき類が数尾も続いて揚がろうものなら戦場の

ような忙しさになり，乗組員に応援を頼むこともあった。

しかし，どちらかといえば漁獲が少なくて暇なときの方

が多く，そんなときには暇つぶしに浮子玉をベルトコン

ベアーに乗せるのを手伝ったりもした。

掛かったさめ類は舷側に引き寄せてから槍で背部にタ

グ標識を打ち込み，釣り元のワイヤーを切断して逃がし

てやる。そのため，さめが掛かるたびにどこかの原住民

のように槍を担いで舷まで走らなくてはならない。標識

放流したさめには針とワイヤーが少し付いたままである

が，やがて錆びて取れてしまうようである。事実，錆び

た針の付いたさめを何尾も見かけた。

ワイヤーに絡まったさめは標識放流ができないので，

デッキに引き揚げる。揚げたさめは激しく暴れ回るが，

乗組員が素早く包丁で脊椎を何ケ所も切断する。ヨシキ

リザメの目には縦長の瞳孔があり，睨まれると無気味で

あるが，脊椎を切断されるとまるで観念したかのように

不透明な瞬膜で目を蔽ってしまう。例え相手が凶暴なさ

めであっても生き物を殺すのは決して気持ちのよいもの

ではない。ヨシキリザメは多産系で，ときには胎児が数

図　メカジキの取り込み風景．

図　釣れたメバチと筆者．
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昨年10月1日の組織改正により新設された国際資源管

理研究官および国際海洋生物研究官の役割については，

本誌No.103に手短に紹介した。本稿ではこの１年間の

業務振りを振り返るが，両研究官に対しては日頃所長が

指示し，結果の報告を受けてきたのであるから，所長の

管理責任の自己点検という側面もある。

１．国際資源管理研究官および国際海洋生物研究官の業務

当所の事務分掌及び組織細目には以下のように定めら

れている。

第30条２　国際資源管理研究官は，命を受けて，遠

洋水産研究所の所掌に関する水産生物の資源の管理に係

る国際的な取決めに関する調査及び試験研究の企画及び

調整を行い，関係業務を総括する。

第31条２　国際海洋生物研究官は，命を受けて，遠

洋水産研究所の所掌に関する国際的な取決め（前条第２

項に規定するものを除く。）に関する調査及び試験研究

の企画及び調整を行い，関係業務を総括する。

水産資源の持続的な利用方策にかかわる事項について

（国際資源管理研究官），環境と調和した漁業のあり方に

かかわる事項について（国際海洋生物研究官），国際漁

業委員会等における動向や実践についての調査と分析的

研究を推進する。関連する国際会議にも対応する。また，

これらの事項について，所内の複数の部にまたがる分野

横断的な研究を企画し，調整し，総括する。さらに，国

際的な共同研究・調査の企画立案もおこなう。このよう

に，所掌する業務はかなり幅広いので，この範囲で逐次

重点的に対応することとなる。

いわゆる「単独官」組織は，省令によりその設置と業

務が規定される省令職（部長級以上）と，それ以外の職

とがある。水産庁研究所としては中央水研水産研究官１

名のみが省令職であり，その業務は「命を受けて，水産

生物の資源…に関する調査及び試験研究に係る専門技術

上の事項についての研究を行い，関係業務を総括する。」

と定められている。昨年の組織改正により水産庁研究所

に新設された７つの単独官ポスト（本誌No.103参照）

は省令職ではないので，当所としては自ら研究を行うこ

とを業務の軸に据えるべきであろうと考えていた。その

後，農業，林業関係の国立試験研究機関での36例（省令

職７を含む）の単独官の業務規程を点検し，「関係業務

を総括する」との文言が広く用いられていることを確認

した上で，上記の文言に落ち着いた経緯がある。「調査

及び試験研究の企画及び調整を行う」内容は，自ら調

査・研究を実施することを含め，命を発する所長によっ

て適切に決められるということである。

２．具体的な業務振り

本誌前号には馬場国際海洋生物研究官の論文「海洋生

物の保護に関する世界の潮流」が，本号には魚住国際資

源管理研究官の論文「予防的アプローチの水産資源管理

への適用」が掲載された。これらはそれぞれの業務にか

かわる当面の調査結果であり，昨年10月の組織の発足直

後に所長が取りまとめを指示した事項である。遠洋水研

が世界で体験しつつある潮流や方法は，やがて我が国の

漁業においても遭遇しあるいは実践することになるであ

ろうから，今後とも随時調査・分析結果について情報を

発信することが重要であると考える。

この１年間を振り返って，主要な領域についての両研

究官の具体的な業務振りをまとめたものが次ページの

表1である。個別の業績については「農林水産試験研究

年報」（７条報告）に掲載されるので，ここでは触れな

い。

国際資源管理研究官が出席した国際会議の中で，予防

的アプローチ（PA）をテーマとする会合は，ICES（海

洋調査国際理事会）によるシンポジウム，北大西洋漁業

機構（NAFO）による科学作業部会および漁業委員会

との共同作業部会，および大西洋まぐろ類保存国際委員

会（ICCAT）による作業部会があった（詳細は本誌別

稿参照）。

このように，予防的アプローチに焦点を当てた特別の

会合は今後も増加することが見込まれるが，それぞれの

科学委員会の年次会合においてもこのアプローチを考慮

した資源管理方策が検討されるようになってきている。

このため，インド洋まぐろ類委員会（IOTC），北太平

洋まぐろ類暫定的科学委員会（ISC），南太平洋委員会

まぐろ・かじき類常設委員会（SPC／SCTB）等のまぐ

ろ・かじき類の資源評価に係る年次会合への出席も含

め，国際資源管理研究官の国際対応は予想以上に多くな

研究官組織の１年を振り返って

嶋 津 靖 彦 ！
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っている。特にかじき類の資源評価については，後継者

の育成を含めて，今後も暫時国際的対応が要請されてい

るところであり，所としてもこれに応える必要がある。

国際海洋生物研究官の所掌する領域における国際会議

への出席は，現在までのところ必ずしも多くはないが，

これは海洋生物の保護と利用に関する議論が各種の国際

漁業委員会において個別的に行われているためである。

漁業の主対象種については予防的アプローチの導入によ

って安全が担保されるであろうし，海鳥・海亀等の偶発

的死亡の減少と回避については，トリポールの設置やは

え縄の夜間投入等の規制措置によって当面は担保されて

いる。特定の海洋生物を特段の配慮をもって保護すべき

直接の科学的根拠に関する検討（例えば，くじらやいる

かは高等な生物である等）はほとんど行われていない。

海洋生物の保護と利用について，健全な生態系の保全と

いう概念に焦点を当てた議論が展開されるには，まだ科

学的知見の蓄積は十分ではないというべきであろうか。

ただし，1995年の京都会議（食料安全保障のための漁

業の持続的貢献に関する国際会議：FAO主催，日本共

催）で合意された事項の中に，「複数種一括管理及び生

態系管理」があり（本誌前号参照），これについてフォ

ローすべきことは指示してある。また，ワシントン条約

（CITES）附属書に掲出する種の分類基準の見直し作業

が国際自然保護連合（IUCN）に付託されて進められて

いる。水産庁の研究所では保全生態学のバックグラウン

ドを持つ研究者はほとんどいないので，国際海洋生物研

究官は関連する国内での会合には積極的に対応してい

る。

表1に見るように，国際海洋生物研究官は，この間プ

ロジェクト研究の企画調整，所内関係業務の総括に力を

注いできている。当所の研究基本計画に設定した中課題

「海洋生態系と漁業との調和の確立」には現在４つの小

課題が設定されており，今後も更に充実することが見通

されるところであるが，この中課題について所内の関係

各部にわたる研究の進行管理者として指名されている。

この研究推進との関連で，外部専門家を招いての「生態

系研究会」（11年３月）や所内研究者による「年齢・日

齢査定に関するシンポジウム」（11年９月）を主催する

など，所内の分野横断的な取り組みの活性化に寄与して

いる。

３．今後の活動方向と課題

当所では従来各部や各研究室が対応してきた国際対応

での知識や情報や経験は，それぞれに固有のものである

との認識が強かった。これは残念なことに当所の縦割り

運営の弱点であるといわざるを得ないが，幸いなことに

表１　両研究官の対応する業務の主要な領域と平成10年10月～11年９月の実績．
（[ ]内が個別の対応実績）．

主要な領域

国際会議等への対応

国際的動向の分析

プロジェクト研究の企画調整

所内関係業務の総括

その他

国際海洋生物研究官

・PICES年次会合

（WK11委員）

・ワシントン条約等対策

検討国内会議

・海洋生物資源の保護

［「遠洋」104号論文］

・複数種一括管理関連事項

・パイオニア特研課題提案

・生態系研究の推進

［中課題の研究管理者］

［生態系研究会の開催］

［年齢査定シンポの開催］

・オットセイ研究の総括

［「遠洋」104号論文他］

・水産生物保存対策調査

事業検討会

国際資源管理研究官

・予防的アプローチ関連会議

［ICES, NAFO, ICCAT］

・まぐろ・かじき類の資源評価

手法等関連会議

［IOTC, ISC, ICCAT, 世界まぐろ会議,

SPC/SCTB,ICCAT］

・APEC対策国内会議

・予防的アプローチ

［「遠洋」105号論文］

・かじき類の資源評価について

後継者の育成

・他水研との連携強化

［資源管理研究研修会］

［国際海洋資源研究官等連絡会議］
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複数の部に共通の手法としての数理の専門家が研究室と

して形成できるほどになって，徐々に風通しがよくなり

つつある。水産資源の持続的利用方策や環境と調和した

漁業のあり方等について，国際的な状況や動向を絶えず

ワッチし，分析する働きを通して，両研究官がこの状況

の改善と研究の活性化に対して一層の努力を続けること

が期待されている。

国際資源管理研究官においては，本誌別稿にあるよう

に，海洋生物資源の持続的な利用方策にかかわる各種国

際漁業委員会での考え方・理論と実践について，広範な

情報収集と分析が大きな業務であり，このこと自体が研

究課題となり得ると認識している。

国際海洋生物研究官においては，野生生物保護に関す

る国際的な潮流や環境と調和した漁業のあり方にかかわ

る広範な情報収集とレビューが大きな業務である。海産

哺乳類や鳥類等の野生生物が漁業による偶発的死亡の対

象となる場合に，漁業に対する規制がどのような根拠に

基づいて，どのように行われるべきか等は重要な研究課

題である。IWC（国際捕鯨委員会）での議論，おっと

せい条約の破棄につながる米国海産ほ乳動物保護法

（MMPA）の理念とその国際的影響に関する分析，今年

２月のFAO水産委員会において採択されたさめ類問題，

はえ縄漁業による海鳥の混獲回避問題に対する各国の対

応や，CITES，IUCN等の動きを十分にフォローし分析

することが重要となる。

上記の両研究官の業務・研究課題の中で，双方の中間

にあるいは双方に重複する領域に落ちる問題事項もあ

る。例えば，予防的アプローチは海洋生態系・海洋水産

資源の保全と利用に関するかなり広範な概念を持ちつつ

検討が進められている事項である。これは主として資源

の持続的利用の一形態の範疇であると捉えれば，国際資

源管理研究官の所掌であるが，南極海洋生物資源保存委

員会（CCAMLR）でのオキアミ資源の利用に関する予

防的管理措置については，条約の形成上むしろ国際海洋

生物研究官の所掌に近いと見ても間違いではない。それ

ゆえ，両研究官の共同の課題があっても不都合ではなく，

共同作業は効率的であり効果的な側面を持っている。

新体制の発足に伴って昨年秋に所内の研究室等の再配

置を行った際に，両研究官を本館の１室に配置すること

を所長から指示した。上述のように，両研究官の対応領

域には相互の情報と知見を共有すべき共通のルーツがあ

ること，また，それぞれが担当する国際的な研究動向お

よび科学的知見の収集・分析や国際的なプロジェクト等

の企画・立案・調整等の業務においても，相互に意見を

交換しつつ業務を遂行することが重要であると考えたか

らである。結果的には，新館２階の１室に配置すること

としたが，所長室との間でスープは熱々のままで届く距

離であるから，それぞれに火傷をしないように注意して

いる。

当所の両研究官のこの１年間の業務振りを点検して，

まず第一に適切な人事配置が出来たことを確信してお

り，彼らの働きのおかげで所長の管理責任も合格点をも

らえそうである。設置された新しい組織が所内・所外で

認知され，期待に応えた働き振りとなるように，今後と

も一層の努力を続けてゆかねばならないと考えており，

この機会に所外の各位からも絶えず問題提起や情報の照

会等の働きかけをお願いする次第である。

（所長）

日本動物園水族館協会技術研究賞メダル（直径15mm）と表彰状．（本文32頁参照）．
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旧北洋資源部おっとせい研究室が国内の５つの水族館

(オホーツク水族館，小樽水族館，室蘭水族館，江ノ島

水族館，伊豆三津シーパラダイス)と委託飼育研究を結

び，オットセイの繁殖生態や成長に関する研究を行って

きた経緯は，本誌前号に紹介した通りである。その中で

はあまり触れなかったが，オットセイ以外の動物(トド，

アザラシ)についても共同で研究を進めてきた。それら

の研究成果の一つが今回(平成11年５月27日)日本動物園

水族館協会から技術研究賞の最優秀賞を受賞した。論文

名は「飼育下におけるトドの体重の変化」(日登　弘・

川村敏明紀・馬場徳寿 (1998) : 動物園水族館雑誌，

40(1): 8-13. )である。遠洋水研と民間との共同研究の成

果の一例としてその概要を紹介する。

日本動物園水族館協会は1939年任意団体として発足

し，1965年社団法人として認可された団体で，日本にお

ける動物園，水族館事業の発展・振興を図り，文化の発

展と科学技術の振興に寄与することを目的としている。

所管は文部省社会教育局(現在は文部省生涯局)で，事務

局は東京にある。事業内容は，①動物園・水族館につい

ての調査研究，②研究会および講習会などの開催，③野

生動物及び水族の収集に関する調整と自然保護への協

力，④会報など定期刊行物および学習図書の出版，⑤博

物館関係団体との協力，⑥動物園・水族館および動物・

水族の保護増殖に関する技術・情報の一般への啓蒙普及

などであり，平成11年４月１日現在で動物園97，水族館

66の計163園館が会員として登録している。最近は種の

保存や国際交流，情報ネットワーク化あるいは野生動物

保護ボランティアなどについても盛んに活動している。

ちなみに，協会の総裁は秋篠宮文仁親王殿下である。

今回受賞した技術研究賞は1958年に制定されたもの

で，新たな技術を開発し，その技術を用いて優秀な研究

成果を収めたものについて与えられる。無拘束状態でト

ドの体重を測定する技術を開発し，その技術を用いて８

年間(毎月１～２回)体重を測定することにより雄個体の

体重が毎年繁殖期(夏期)に明瞭な増減を示すことを明ら

かにした点が評価されたものである(図１)。野外，飼育

下を問わず大型野生動物の体重測定は大変難しく，麻酔

をすれば薬物影響が，麻酔をしないで強制的に不動化す

れば生物への多大なストレスが問題となる。危険も多く，

研究者が腕や脚を噛まれ10数針縫ったり，誤って動物が

死亡したりする事例は少なくない。特に体重が１トン近

くにもなるトドの体重測定は容易ではない。しかし，動

物の健康や発育状態を調べる場合体重は基本的なデータ

であり，動物に負担をかけない方法があれば毎日でも測

定したいものである。日登・川村両氏を中心とする飼育

担当の人達がトドの学習能力に着目し，トドを測定台に

乗せ餌を与えている間に体重を測定する方法を開発され

たことは画期的であり，他の大型野生動物の体重測定や

今後のトドの生物学的研究に大いに貢献すると期待され

る。また，日頃動物を飼っているとはいえトドの体重を

８年間定期的に測定した努力も大いに評価されよう。こ

の研究成果をとりまとめるに当たって筆者は共著者の一

人としてデータの解析を中心とする役割を担当したので

あるが，この研究での地道な努力の積み重ねが評価され

たことをうれしく思っている。

野生動物の保護管理には動物の生物・生態データが不

可欠であり，それらのデータを，動物に及ぼす負担を少

なくして効率よく，かつきめ細かく収集するためには動

物の取り扱い方や動物との触れ合い方に秀でた飼育者

と，データの収集理論や解析に長けた研究者の協力が必

要である。両者の協力は野生動物の絶滅が進んでいるで

あろう将来において，動物の希少性が高まるにつれて大

いに必要になると予想される。水産研究所と水族館のよ

り一層の連携に期待したい。

(国際海洋生物研究官)

日本動物園水族館協会技術研究賞を受賞

馬 場 徳 寿 ！

図１　年齢の増加に伴うトドの体重の変化．
ジロー(♂)，サブロー(♂)，ハナコ(♀).
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当所の一般公開は，「海の日」にちなんで平成９年７

月18日の「地球と海を知ろう」をテーマに１回目を行な

いました（本誌101号参照）。昨年７月10日には”「魚と

水温」お魚はどんな所にいるの？”をテーマに２回目を

開催し，それぞれ620名と520名の参加がありました。３

回目の今年は，所内で開催していた一般公開に代えて，

地元の清水港が開港（明治32年開港場に指定）して100

年目を迎えた記念事業の２つのイベントに参加する形で

実施することとしました（図1）。

1つ目のイベント「港で働く船の一般公開」は８月４

日に開催され，当所所属漁業調査船「俊鷹丸」が，官庁

船を中心とする32隻とともに参加しました。俊鷹丸は，

海洋科学技術センターの「みらい」8,600トン，運輸省

第５港湾建設局の「清龍丸」3,500トンの順に並んで係

留したこともあり，小さく可愛い感じが印象的でした。

俊鷹丸では全通甲板のみを解放し，海洋観測機器と説明

パネル，トロール漁具，いか釣り道具，稚魚ネット，プ

ランクトンネット及び当研究所の調査対象魚種の説明パ

ネル等を展示するとともに，来場者に記念品として「絵

はがき」を配布しました。

当日は真夏の太陽が照りつける暑い一日となりました

が，乗組員一同この日に合わせて揃えた真っ白な制服・

制帽で身を固め，要所要所に立って来場者の安全に気を

配り，展示の説明も行いました。研究者及び事務職員も

カンカン照りの中，資料配布と説明を行いました（図2）。

夏休み期間中であったこともあり，子供だけのグループ

や親子連れが多く見られましたが，平日にも拘わらず造

船所に勤めていた方，まぐろ船に乗っていた方も来場さ

れ，専門的な質問をしていました。また，「調査船はど

のようなことをする船ですか？」，「江尻岸壁に係留して

いるのは知っているが調査船とは知らなかった。」，稚魚

ネットを見て「この網でまぐろを獲るのですか？」との

質問等もあり，担当者は分かりやすく説明することに苦

慮する場面も見受けられました。暑い，長い一日でした

が，900名の来場者があり，事故もなく無事に終えるこ

とができました。

２つ目のイベント「夏休み“みなと”探検隊」は，主

に児童を対象として夏休み最後の週である８月26日から

28日の３日間開催されました。このイベントには遠洋水

研のほか海員学校，海上保安庁，税関，検疫所，東海大

学海洋学部等16機関が参加し，それぞれのコーナーにお

いて工夫を凝らした展示等を行っていました。遠洋水研

は約10メートルの展示コーナーに所の概要紹介，クロマ

グロの実物大模型，まぐろ漁業の混獲物等のパネル展示，

顕微鏡によるまぐろの稚魚，アカイカの平衡石，オキア

ミ等の展示，実物としてかつお・まぐろの稚魚，ナガス

クジラの耳垢栓，くじらの鬚，いるかの歯，さめの顎

（あご）骨格の展示，パソコンによる海水・クロロフイ

ル・水温の衛星画像の展示，ビデオ放映として遠洋水研

の研究内容紹介・照洋丸航海・開洋丸航海を流すととも

に，記念品として「絵はがき」の配布，漁業者団体等か

ら寄贈していただいた各種パンフレットも配布しまし

た。

主催者の市の発表によると，３日間で延べ4,000名の

入場者があったとのことですが，当所のコーナーへは約

1,000名が訪れたものと思われます（当所の案内チラシ

遠洋水産研究所の一般公開を終えて

垣 谷 隆 夫 ！

図２　「港で働く船の一般公開」時の俊鷹丸公開．
図１　開港100年を迎えた清水港．
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７月29日から３日間の日程で静岡県伊東市において第

15回全国水産研究所親善テニス大会が開催され，10年振

りで当所が当番を担当した。盛況のうちに幕を閉じた今

年のテニス大会を振り返って事務局を務めた筆者に記事

を書くようにとの要請である。

昨年の冬も近い頃，候補地選定と称した観光？から準

備は始まった。インターネット検索でめぼしいホテルを

ピックアップ，最後は足を運んでの交渉だ。ホテルには

「150人は集まるから安く，しかし良いサービスを」と迫

る。同様にコートの管理者である伊東市観光課にも「全

国から人が来るので是非」と予約を決める。こうして第

一段階終了，さて次は参加者の募集―と順調に運ぶつも

りが，怪我で入院，手術をすることとなって手間取って

しまった。あっという間に６月に入り，焦りに駆られて

一気に準備を進めた。こんな調子だから当然手落ちも多

く，しかしそんなことにはお構いなしに当日はやってき

た。

今回の参加者は総勢100名，ホテルやコート管理者に

は「150名！」と豪語していたため，ちょっとドキドキ

する数字ではあるが，それでも集まってみると相当の人

数だ。参加者の募集には，各水研ともかなり苦慮された

ようで，取りまとめを行っていただいた各チーム代表の

方には感謝したい。

遠洋水研は地元ということで16名もの参加者を得て，

全国水産研究所親善テニス大会を終えて

久 保 田 直 樹！

の配布人員は543名）。入場者はお母さんとともに訪れる

小さな子供が多く，遠洋水研のコーナーは「名前だけで

堅ぐるしく」，研究内容に至っては「無関心」といった

感じで素通りする人たちも見受けられた。しかし，各種

パンフレットを用意し，特にお母さん方には「魚料理」

のパンフレットを持ち帰るように呼びかけたところ，パ

ンフレットを受け取ったお母さん達は大半がコーナーを

見学してくれました。立ち寄って見学する人の中にも

「どのような研究をするところですか？」，「何処にある

のですか？」等の質問もあり，日頃の宣伝不足が目に付

きました。

３日間のイベント全体を見て感じたことは，子供達は

「見て」，「触れる」実物に目が引かれるものの，顕微鏡

が展示されていればのぞいてみるが，多くは見たという

だけで何が見えたかには関心がなく，説明しても興味を

示すこともないことです。また，「写真」，「漫画的な絵」

は見て関心を持ってくれるようですが，字の多いパネル，

説明書きはほとんど見てもらえなかったようです。なお，

環境問題には関心があり，「アホウドリが飲み込んだプ

ラスチック製品」と「網地・釣り糸に絡まった海鳥及び

海獣類」等のパネルは，判りやすく，お母さんがパネル

を見ながら子供に説明するとともに「海にゴミを捨てな

いこと」，「海を汚さないこと」なども付け加えて説明し

ているのが印象的でした（図3）。

他の機関のコーナーでは，海上保安庁は「きぐるみ」

と制服を着て記念写真を撮るコーナー，電波監理局は

「きぐるみ」の呼び込みと「じゃんけんゲーム」のコー

ナー，税関は「きぐるみ」の呼び込み，日本道路公団は

「ヨーヨーすくい」等で小さな子供達の関心を集めてお

り，何時も子供達で賑（にぎ）わっているのを横目に見

ながら，今回の一般公開を終えました。次回の一般公開

では，他機関を参考として「きぐるみ」等で年少の子供

達に，実物標本等で小中学生に，魚料理等でお母さん達

に，それぞれ関心を持ってもらうことも検討しては，と

感じました。また，パネルの作成に当たっては写真等は

大きく，文字は少なく，環境汚染・ダイオキシン問題等

社会的関心事を盛り込むことも必要と思われます。

今年度の俊鷹丸公開と他機関との一般公開に参加して

痛感したことは，清水市民に遠洋水研が知られていない

ことであり，今後ともこのような機会を利用してＰＲし

ていきたいと思っております。

（総務部長）
図３　「夏休み“みなと”探検隊」時の研究所紹介風景．
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団体戦も「最強チーム」が編成された。

メンバーは（岡崎・川合）（山田・田邉）（岡本・張）

の３ペアで，なおかつ惜しくも漏れた西川，木白の精鋭

２名を他のチームに出向させるという余裕？のチーム編

成となった。当然優勝への期待がかかる。

個人戦も（嶋津・川原）の重鎮ペアはともかくとして，

昨年ミックスダブルス優勝の（若林・若林）ペアが出場

を決めた。ここでも，松永氏を貸し出す。これがのちに

重鎮ペアを苦しめる結果となった。ミックスダブルスは，

団体戦を勇退した山村氏が参戦，あとはなかなか勝ちを

拾えない（久保田・小田）ペアだ。

さて大会当日，どんなに一生懸命準備をしてもどうに

も出来ないお日様は助けてくれた。水分補給なしでは暑

くてとてもやっていられない猛暑の中での熱戦となっ

て，麦茶，ジュース，ビール？で皆，お腹が水槽状態で

あった。

試合経過を振り返って特筆すべきは，ＯＢチームが団

体戦で３位入賞したことだ。ＯＢの実力なのか，遠洋水

研から出向させた西川氏がいい仕事をしたのか，とにか

く凄いことである。ＯＢチームは，ミックスダブルスで

も上位３チームを占めた。懇親会での盛り上がりはそれ

はもう大変なもので，懇親会に引き続いて伊東市観光協

会が打ち上げた華々しい花火は，ＯＢチームのためであ

ったかも？

遠洋水研チームは，惜しくも団体戦優勝を逃したが，

開催水研としての役割を見事に果たした。個人戦では

（若林・若林）ペアが惜しくも準優勝。大会委員長とテ

ニス部長，サービスに徹したようだ。

とにかく，大会は無事終了し，冷たいビールが待つ懇

親会（表彰式）の始まりだ。ＯＢの健闘もあり，また，

ホテル側の粋な計らいで急遽会場が展望スカイラウンジ

へと変更になったせいもあるのか，日焼けだか飲み過ぎ

だかわからない真っ赤な顔をした参加者で，大いに盛り

上がった。

そして最終日のオープン戦も無事終了し，15回目のテ

ニス大会は幕を閉じた。試合に参加しながら大会運営に

あたった遠洋水研スタッフの皆さん，ご苦労様でした。

試合に参加せず，裏方に徹していただいた何名かの方々，

本当にありがとうございました。そして，全国各地から

集まり大会を盛り上げていただいた参加者の皆さん，お

疲れさまでした。

今大会の運営を通して，大イベントを取りまとめるこ

との大変さ，また成功の喜びを知り，いろいろと勉強に

なりました。以上大会後記でした。

（総務部会計課／用度係長）

団体戦　９チーム

優　勝　瀬戸内海区水産研究所

準優勝　遠洋水産研究所

第３位　ＯＢ　Ａチーム

個人戦　６ペア

優　勝　植原量行（東北）・桑田　晃（東北）

準優勝　若林　清（遠洋）・若林恵子（遠洋）

第３位　尾島信彦（中央）・松永浩昌（遠洋）

ミックス　12ペア

優　勝　市村　元（ＯＢ）・市村桜子（ＯＢ）

準優勝　加藤禎一（ＯＢ）・加藤千世（ＯＢ）

第３位　中嶋国重（ＯＢ）・中嶋純子（ＯＢ）

オープンＡ　９ペア

優　勝　小山次郎（瀬戸）・鈴木　徹（瀬戸）

準優勝　山越康行（水工）・石田隆昭（水工）

第３位　岡本浩明（遠洋）・岡崎　誠（遠洋）

オープンＢ　２１ペア

優　勝　中嶋国重（ＯＢ）・市村　元（ＯＢ）

準優勝　中西照幸（養殖）・酒井保次（西海）

第３位　中村弘二（中央）・松永浩昌（遠洋）

女子ダブルス　３ペア

優　勝　中嶋純子（ＯＢ）・市村桜子（ＯＢ）

準優勝　若林恵子（遠洋）・高橋未緒（東北）

第３位　加藤千世（ＯＢ）・白石みよ子（中央）

各試合上位入賞者の成績

図　遠洋水研参加者．
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かつお研究室はまぐろ研究室とともに近海かつお・ま

ぐろ資源部を構成している。平成10年10月1日の組織改

正により，東北水研旧資源管理部浮魚資源第2研究室の

業務と従来の浮魚資源部の一部業務を引き継いでスター

トした。今や水産研究所の中でも魚種名がダイレクトに

現れる貴重な研究室となったわけであるが，担当する暖

流系の近海大型浮魚類のうち，カツオとビンナガを対象

として資源管理および資源生態研究を行っている。

カツオ・ビンナガは日本のかつお・まぐろ類生産量の

6割以上を占めており（生産金額では3割になってしまう

が），これらを対象とする漁業・漁法も小型の曳縄・竿

釣り，小型・近海・遠洋はえ縄，近海・遠洋竿釣り，日

本近海・海外まき網まで多種多様にわたっている。カツ

オは「初カツオ」に加えて「戻りカツオ」のブランドも

浸透し，生食用以外に鰹節や缶詰材料としての利用も多

い。ビンナガは缶詰原料や刺身材，最近では脂の乗った

「トロビン」がそのブランドを確立しており，両種とも

に消費者にもなじみの深い魚である。

カツオは，1990年代に入り中西部太平洋で継続して年

間100万トン前後の漁獲を挙げている。その資源状態に

ついては高位安定とする報告もあるものの，その動向に

は今後とも十分注意していく必要がある。さらに，太平

洋のカツオ・まぐろ類資源の評価・管理を目的とした国

際委員会が近い将来設立される予定となっており，精度

の高い資源評価と持続的利用を目指した資源管理措置が

求められている。また，カツオは遠洋水研では唯一の漁

況海況予報事業対象魚種であり，我が国周辺漁場におけ

る漁業の効率化・安定化に向け，北上回遊群の来遊量推

定・回遊経路の解明も重要な課題となっている。さらに，

大規模な回遊・広範な分布域による調査研究の制約か

ら，これまで成長・系群・初期生態等の基礎的知見の蓄

積も遅れていたのも事実である。特に，成長に関しての

知見が混乱しており，早期の成長の解明が来遊水準を予

測する上でも鍵となると考えている。

北太平洋のビンナガ資源は，1980年代後半からの漁獲

量減少時期にはその原因について多くの議論がなされた

ものの，1990年ごろを底として増加傾向に転じ，資源の

回復傾向が確認されている。本種においては，年齢構造

を組み込んだより精度の高い資源評価とそれを可能とす

るデータの整備，高齢魚の年齢査定技術の確立が求めら

れている。また，資源の長期変動をもたらす要因につい

て，海域の生産力変動も視野に入れた資源動態メカニズ

ムの解明も必要であろう。

このような背景に対して，これまで遠洋水研と東北水

研が行ってきた研究課題を整理し，当面の優先課題を以

下のように設定した。

・カツオ若齢魚の耳石輪紋解析手法およびビンナガ大型

個体の年齢査定手法の開発

・中層トロール網によって得られたカツオの初期生態の

解明

・ＶＰＡによるビンナガの資源評価手法の検討

・竿釣漁業における努力量の質的変化の評価（CPUEの

標準化）

・新技術（アーカイバルタグ等）を用いたカツオの回遊

行動と環境要因の解明

これらの研究課題以外に，漁業・魚体に関する情報が

基本データとして重要であり，遠洋・近海竿釣り漁業に

関する漁獲成績報告書の整理，水揚港における測定・漁

況情報収集等のフィールド調査も継続している。また，

中西部太平洋のまぐろ・かじき常設委員会や北太平洋ビ

ンナガ研究集会等の既存の国際会議に加えて，新たな国

際委員会への対応が増加することが予想される。

当研究室は遠洋水研の中でも，カツオ漁況海況予報関

連会議やビンナガ漁況予報も行う遠洋漁業関係試験研究

推進会議ビンナガ分科会等の国内会議をとおして，全国

各県・各機関との連携・協力のもとに研究を進める面が

多い。特にカツオ研究については，全国横断的な体制が

無く予算的裏づけも不十分なままで行われてきている現

状にあり，当研究室が事務局となり全国的なカツオ資源

研究体制の構築を進めているところである。

現在，研究室は３名体制であり昨年10月の組織改正ま

での経緯を考えると勢力減ともいえるが，日本のかつ

お・まぐろ研究が遠洋水研に一本化されたことによる研

究資源・情報の効率的利用により，研究進展につなげて

ゆきたいと考えている。

（近海かつお・まぐろ資源部／かつお研究室長）

研究室紹介

かつお研究室
小 倉 未 基 ！
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まぐろ研究室は平成10年10月，近海かつお・まぐろ資

源部にかつお研究室とともに設置された。まぐろ漁業を

取り巻く国際環境の中で，今日まで唯一まぐろ類の資源

管理機関のない北太平洋であるが，早ければ2000年には

新たな国際条約が締結される準備が進められており，我

が国は率先してこの海域での資源管理方策を確立してい

く必要がある。本研究室では当面，太平洋のクロマグロ

とメカジキをはじめとするかじき類の資源生態，資源評

価を主な業務とする。

クロマグロは我が国周辺で漁獲される最高級魚であ

り，調査研究も南海区水研時代からの長い歴史がある。

近年においても農林水産技術会議事務局の大型別枠研究

「マリーンランチング計画」で，本種の調査研究は強力

に推進されてきた。この流れはその後も変わっておらず，

調査機器の発達に伴い本誌前号で紹介したような「アー

カイバルタグ」を用いて本種の移動生態に関する知見も

飛躍的に増加した。また表中層トロール技術の発達によ

り，これまで未知の領域であった，稚魚から20cm前後

に成長し漁場加入するまでの幼魚の分布生態も徐々に明

らかになってきた。当所浮魚資源部で進めてきたこれら

の調査研究を当研究室では引き継ぎ発展させていく。

太平洋に分布するクロマグロは，ふ化後半年程度から

死ぬまで我が国沿岸の釣り漁業から沖合のまき網漁業，

そして遠洋のはえ縄漁業など，多岐にわたる漁業により

非常に高い漁獲圧にさらされている。しかし，「灯台下

暗し」ではないであろうが，その漁獲統計は十分に整備

されているとはいえない。そこで，水産庁では沿岸漁業

を中心に，まぐろ類の漁獲統計及び生物統計を収集する

事業を開始した。当研究室ではこれら収集されたデータ

を解析し，早急にクロマグロ資源を評価しなければなら

ない。

これまでのまぐろ類の資源評価結果にならえば，クロ

マグロも未成魚の漁獲を制限するような管理方策がまず

想定される。しかし，我が国では20cm前後の幼魚から

産卵前の未成魚を対象とした沿岸漁業，沖合漁業が存在

し，特に沿岸漁業は小規模漁業であり他に転換する魚

種・漁業がなければこれらに対する安直な規制は漁村経

済に大きな打撃を与える。資源生物学的な面からの資源

管理方策とともに経済的側面あるいは漁村文化も考慮し

た漁業管理方策も構築する必要がある。

欧米ではメカジキは漁業，その他のかじき類はスポー

ツフィッシングの対象魚種である。特に米国の遊漁団体

は漁業団体と比べても引けを取らないほど自国政府に大

きな影響力を持っている。一方，我が国ではかじき類を

対象とした沿岸，沖合漁業はあるものの規模が小さく，

また遠洋海域でははえ縄漁業により混獲されている程度

である。その漁獲は量的にも金額的にも小さいものの，

諸外国の漁獲量と比べればどの海域においても決して無

視できるものではない。このネジレ現象がかじき類の資

源を評価する上で大きな障害になっている。近年，かじ

き類の資源問題が各国際漁業機関で取り上げられるよう

になってきた。その際これら漁獲量の多い我が国の漁獲

統計や生物統計が解析の中心になるが，我が国にとって

かじき類が主対象でないこともあり，それら解析に耐え

うるようなデータを提供することが困難となっている。

かじき類の資源生態に関する調査研究は，当所でもほ

とんど行われてこなかった。当研究室では主に太平洋の

メカジキ資源を対象に，はえ縄の漁獲統計資料を用いた

解析を進めながら，中長期的に年齢査定，標識放流調査

を進める予定である。

当研究室の調査研究は俊鷹丸を含めた所内各研究部や

他水研のほか，漁獲統計資料や年齢形質の収集にあたっ

ては各地方水産試験研究機関などの，標識放流調査は民

間調査会社や漁業者などの協力もいただきながら進めて

いる。今後とも皆様のご指導ご協力の程お願いしたい。

（近海かつお・まぐろ資源部／まぐろ研究室長）

まぐろ研究室
山 田 陽

はる

巳
み

！

図1 平成11年8月，日本海において俊鷹丸の表層トロール
で採集されたクロマグロ幼魚．
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NOAA Tech. Rep. NMFS, 142: 133-146.

Uozumi, Y. and Yokawa, K. (1999): Japanese swordfish fisheries in the Pacific Ocean. NOAA Tech. Rep. NMFS, 

142: 3-8.

水産研究所ニュース

1）遠洋水産研究所ニュース

馬場徳寿 (1999)：海洋生物の保護に関する世界の潮流ついて. 遠洋, No.104: 6-11.

馬場徳寿 (1999)：おっとせい研究を振り返って. 遠洋, No.104: 15-21.

馬場徳寿 (1999)：国際海洋生物研究官. 遠洋, No.104: 36-37.

張　成年 (1999)：金剛君と無人君. 遠洋, No.104: 26-27.

川口　創 (1999)：科学技術庁長期在外研究を終えて. 遠洋, No.104: 22-25.

松村皐月 (1999)：遠洋水産研究所評価運営会議の開催について. 遠洋, No.104: 30-31.

長澤和也 (1999)：農林水産技術会議による研究レビュー. 遠洋, No.104: 32-34.

長澤和也 (1999)：所内談話会について．遠洋, No.104: 34. 

中野秀樹 (1999)：混獲生物研究室. 遠洋, No.104: 35.

嶋津靖彦 (1999)：加藤さんの科学技術庁長官賞受賞を祝して. 遠洋, No.104: 28-29.

魚住雄二 (1999)：国際資源管理研究官. 遠洋, No.104: 36.

山田陽巳 (1999)：アーカイバルタグによるクロマグロの移動生態. 遠洋, No.104: 2-5.

2）西海区水産研究所ニュース

山田陽巳 (1999): 1998年東シナ海陸棚周辺における表中層性大型頭足類の出現. 西海水産研究所ニュース, No.97: 19-21.

報告書

1）平成10年度マグロ資源部会報告書

池原宏二 (1999): 公庁船関係者による11年度の調査実施打合せ. p.221-224. 

稲掛伝三 (1999): 97/98エルニーニョと98/99ラニーニャの経過. p.184-189. 

稲掛伝三・岡崎　誠・渡辺朝生 (1999): 1998年の漁海況の経過. 海況 p.176-179. 

小倉未基・西川康夫 (1999): 1998年の漁海況の経過. 竿釣り漁業. p.182-183. 

岡本浩明 (1999): 1998年の漁海況の経過. はえなわ漁業. p.180-182. 

宮部尚純 (1999): 1998年の漁海況の経過．今年の漁況，ラニーニャとの関連. p.189-193.

宮地邦明・石塚吉生・鈴木治郎・池原宏二 (1999): 関係機関の調査・研究報告. p.7-137. 
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2）他の報告書

遠洋水産研究所 (1999): 平成10年度遠洋漁業関係試験研究推進会議マグロ資源部会ビンナガ分科会報告書. 113p.

池原宏二・小川泰樹 (1998): 岩礁性魚類幼稚魚の増殖場と効果評価手法に関する研究．平成8年度沿岸漁場調整開発調

査(直轄)報告書. p.1-12. 水産庁資源生産推進部調整課.

松本隆之・宮部尚純 (1999): 平成11年度国際資源管理対策事業第1回検討会資料. 40p. 海洋水産資源開発センター.

松永浩昌 (1998): 日本におけるサメ類の水揚量について. 平成9年度日本周辺高度回遊性魚類資源調査委託事業報告書

(まぐろ類等漁獲実態調査結果). p.300-304. 水産庁.

中野秀樹・清田雅史・南　浩史・松永浩昌・中村　匡・北村　徹 (1999): 海水中における電場とそれに対する生物の反

応. 平成10年度海洋に依存する野生生物の維持・保存に関する調査委託事業報告書. p.30-74. 水産庁.

大島達樹・西田　勤 (編)(1999): 平成10年度みなみまぐろ資源加入状況モニタリング調査委託事業実績報告書. 133p. 水

産庁.

真道重明・西田　勤 (1999): 南アジア：スリランカの漁業. 世界の漁業 第2編 地域レベルの漁業動向 p.191-218. 海外漁

業協力財団. 

田中博之 (1999): アルゴスシステムによるクロアシアホウドリの追跡. 平成10年度海洋に依存する野生生物の維持・保

存に関する調査委託事業報告書. p.2-12. 水産庁.

学会・研究集会等講演

1）海洋生態系における高次捕食者の日齢・年齢査定に関するシンポジウム講演要旨集（清水市）

伊藤智幸 (1999): ミナミマグロの年齢査定の現状と問題点. p.4.

木白俊哉 (1999): ハクジラ類の年齢査定. p.6.

松本隆之 (1999): 耳石日周輪によるメバチの年齢査定について. p.8-9.

宮部尚純 (1999): 資源評価におけるまぐろ類の齢査定の意義と必要性. p.5.

森　純太・若林こず恵 (1999): いかの日齢査定の現状と結果の適用について. p.2.

中野秀樹 (1999): 板鰓類における年齢査定と遠水研の仕事. p.13.

田邉智唯 (1999): カツオの年齢査定と成長について. p.12.

魚�浩司 (1999): ビンナガ齢査定の現状と問題点. p.10.

余川浩太郎 (1999): メカジキの年齢査定について. p.11.

2）平成11年度日本水産学会春季大会講演要旨集（東京都）

松永浩昌・中野秀樹・石橋陽一郎（1999）：日本の漁港に水揚されるサメ類の種別組成について. p.23.

3）平成11年度日本水産学会春季大会講演要旨集 : 特別シンポジウム「漁業と資源に関する情報学」（東京都）

西田　勤 (1999): 地理情報システム(GIS). p.243

4）平成11年度日本水産学会秋季大会講演要旨集（仙台市）

西田　勤・小松輝久 (1999): ニューラルネットワークによるインド洋キハダのはえ縄CPUE予測. p.11.

押谷俊吾・中野秀樹・田中　彰 (1999): 太平洋におけるクロトガリザメの年齢と成長. p.14.

庄野　宏 (1999): モデル選択における情報量規準の一致性－大標本の場合にどのような情報量規準を用いれば良いの

か－. p.9.

高木香織・谷津明彦・森　純太・北原　武 (1999): 北太平洋におけるトビイカの成長について. p.44.

田中博之・岩�俊秀・木白俊哉・西野弘純 (1999): ハナゴンドウに見られた生殖腺異常とPCBの蓄積. p.95.
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5）平成11年度日本水産学会秋季大会講演要旨集シンポジウム : 「国連海洋法下における水産資源の直接推定法の意義

と課題」（仙台市）

余川浩太郎 (1999): 生物サンプリング手法, トロール法. p.177.

6）平成11年度第1回日本水産学会中部支部大会講演要旨集（伊勢市）

平松一彦 (1999): コホート解析における高齢魚の資源量推定法の比較. p.18-20.

7）平成11年度水産海洋学会研究発表大会講演要旨集（東京都）

伊藤喜代志・西田　勤 (1999): 海洋版GISによる水産海洋情報の空間解析(II) :海洋版GISの概要. p.48-49.

西田　勤・伊藤喜代志 (1999): 海洋版GISによる水産海洋情報の空間解析(I) :概念と応用例. p.46-47.

8）1999年度日本海洋学会秋季大会講演要旨集（函館市）

橋本慎治・塩本明弘 (1999): 1999年4月の48oNに沿ったクロロフィルa濃度の分布. p.17.

亀田卓彦・石坂丞二 (1999): 海色衛星を用いた基礎生産アルゴリズムの日本近海データへの適用. p.252.

川口　創・de la Mare, W.・一井太郎・永延幹男 (1999): オキアミとサルパは競合するか?－漁獲データからのアプロー

チ－. p.268.

村田高勇・米田義昭・梁田　満・塩本明弘 (1999): 冬季北太平洋における粒状有機物および植物プランクトン色素の分

布特性. p.18.

塩本明弘 (1999): 1998年夏期の165oE，180oならびに165oWにおける30oNから50oNまでのクロロフィルa積算量の変動.

p.19.

9）第8回環境化学討論会講演要旨集（福岡県小倉市）

橋本俊次・柴田康行・森田昌敏・田中博之・谷津明彦 (1999): イカ肝臓を指標とした海洋におけるダイオキシン類モニ

タリング（続報）. p.242-243.

堀江　琢・田中博之・田中 彰 (1999): 日本各地で採集されたトラザメ科魚類のPCB及びDDEの蓄積. p.96-97.

川上宏之・田中博之・松田宗明・河野公栄・脇本忠明 (1999): 北太平洋に生息するアカイカ(Ommastrephes bartrami)中

のPCDDs/DFs. p.60-61.

池本徳孝・渡邉　泉・國頭　恭・田辺信介・宮崎信之・馬場徳寿 (1999): 鰭脚類における有機水銀の蓄積特性. p.80-81.

今　博幸・柴田康行・吉永淳・森田昌敏・田中博之・谷津明彦 (1999): イカ肝臓を指標とした海洋における有機スズ化

合物モニタリング. p.366-367.

堺　温哉・新居田真美・國頭　恭・阿南弥寿美・田中博之・馬場徳寿・田辺信介 (1999): 海生生物の腎臓におけるCd蓄

積とメタロチオネイン. p.380-381.

柴田康行・今　博幸・小森住美子・梅津千恵子・堀口敏宏・吉永　淳・小城春雄・神　和夫・田中博之・森田昌敏

(1999): 海鳥の有機すず汚染. p.368-369.

高橋　厚・田辺信介・馬場徳寿 (1999): キタオットセイにおける有機塩素化合物の汚染とその毒性影響評価. p.94-95.

田中博之・伊藤一輝 (1999): 北部北太平洋に生息するツメイカ及びタコイカにおけるPCBsの蓄積特性. p.58-59.

10）第3回マリンバイオテクノロジー学会大会講演要旨集（つくば市）

張　成年 (1999): マグロ系群解析と遺伝子マーカー. p.1.

都筑久仁・竹山春子・松永　是・張　成年 (1999): 種特異的ミトコンドリアDNA配列を用いたマグロ魚種判別システ

ムの構築. p.1.

11）1999年度日本化学会講演要旨集（札幌市）

竹山春子・都筑久仁・張　成年・松永　是 (1999): 種特異的DNA固定化磁性細菌粒子を用いたマグロ類の魚種判別シ
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ステムの構築. p.49.

12）第5回日本野生動物医学会大会講演要旨集（大阪市）

坪田敏男・鈴木綾香・清田雅史・馬場徳寿・香山　薫・前嶋謙次・村瀬哲磨・喜多　功 (1999): 妊娠雌キタオットセイ

における卵巣および胎盤のステロイド合成能. p.1.

13）第46回日本生態学会大会講演要旨集（松本市）

倉田健吾・南　浩史・菊地永祐 (1999): 塩性湿地に生息する巻貝の餌資源に関する安定同位体解析. p.234. 

14）第110回日本林学会大会講演要旨集（松山市）

石塚成宏・河室公康・南　浩史 (1999): 炭素安定同位体比を用いた黒色土の成因の解析. p.958-959.

15）東京大学海洋研究所共同利用シンポジウム｢ウナギ資源の管理現況と保全対策｣講演要旨集（東京都）

長澤和也 (1999): ウナギの寄生虫，特にウキブクロセンチュウ類について．p. 39-40.

16）第50回世界まぐろ会議講演要旨集（米国カリフォルニア州レークアローヘッド）

Bigelow, K., Hampton, J. and Miyabe, N. (1999): Relative abundance of Pacific yellowfin and bigeye as inputs to

integrated age-structured models. p.19.

Itoh, T., Tsuji, S. and Nitta, A. (1999): Trans-Pacific migration of bluefin tuna observed with archival tags. p.36.

Okamoto, H. (1999): Comparison of CPUE and size of bigeye tuna caught by two types of longline operation. p.42.

Tsuji, S. and Itoh, T. (1999): Juveniles of tuna and tuna-like species caught with a mid-water trawl. p. 59.

Tsuji, S., Hiramatsu, K., Takahashi, N., Shono, H. and Itoh, T. (1999): Southern bluefin tuna experimental fishing

program. p.60.

Uozumi, Y. (1999): Review of problems on stock assessment of marlins. p.61．

17）第2回国際オキアミシンポジウム講演要旨集(米国サンタクルズ市)

Kawaguchi, S., Hosie, G., Nicol, S., Marchant, H., McEldowney, A., Nash, G., Naganobu, M., Ichii, T., Toda, T. and

Kobayashi, M. (1999): Do gregarines cause damage to midgut gland and intestinal epithelium of Antarctic krill?

p.66.

Kobayashi, M., Toda, T., Kikuchi, T., Saigusa, J., Kawaguchi, S., Tanimura, A. and Fukuchi, M. (1999): Geographical

distribution of gregarine, a parasite of Antarctic krill. p.68.

Takahashi, K., Kawaguchi, S., Kobayashi, M., Tanimura, A., Fukuchi, M. and Toda, T. (1999): The variability in

abundance of a gragarine living in Antarctic krill. p.67.

18）第19回ハロゲン化有機汚染物質と残留性有機化合物に関する国際シンポジウム講演要旨集(ダイオキシン99)(イタ

リア国ベニス市)

Hashimoto, S., Shibata Y., Tanaka, H., Yatsu, A. and Morita, M. (1999): PCDDS and PCDFS contamination in the

northern Pacific area reflected on squid liver tissues. Organohalogen Compounds, 41: 413-416.

19）第7回国際カイアシ類会議講演要旨集（ブラジル国クリチバ市）

Nagasawa, K. (1999): Annual changes in the population size of the salmon louse, Lepeophtheirus salmonis (Copepoda:

Caligidae) on high-seas Pacific salmon (Oncorhynchus spp.), and relationship to host abundance. p.179.
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20）講演

南　浩史 (1999): 鳥類生態学における安定同位体比測定法の応用. 日本大学安定同位体比質量分析装置の設置披露会・

講演会.

西田　勤・伊藤喜代志 (1999): 水産資源研究におけるGISの現状と展望(GIS in fisheries resources research: current

situation and prospects). JIRCAS (国際農林水産業研究センター)第6回国際シンポジウム 「GISと国際農林水産研

究」. つくば国際会議場で講演.

島田裕之 (1999): 鯨類のからだと心の神秘－クジラの音の世界．鯨類連絡会シンポジウムで講演．

谷津明彦・長澤和也 (1999): 多獲性浮魚類に対する大型イカ類と魚類の捕食圧の検討．東京大学海洋研究所共同利用シ

ンポジウム｢小型浮魚類の加入を巡るBottom upとTop down制御｣で講演.

国際会議提出文書

1）大西洋まぐろ類保存国際委員会(ICCAT)調査統計小委員会(SCRS)予防的アプローチ作業部会提出文書

Suzuki, Z. and Uozumi, Y. (1999): Consideration on precautionary approach to stock assessment for information

deficient cases of tuna and tuna-like fish fishery. ICCAT SCRS Prec/99/3. 7p.

Uozumi, Y. (1999): Brief review of the Scientific Council meeting of NAFO and joint Scientific Council/Fisheries

Commission working group meeting of NAFO on precautionary approach. ICCAT SCRS Prec/99/2. 9p.

2）大西洋まぐろ類保存委員会(ICCAT)カツオ資源評価会議提出文書

Shono, H. and Ogura, M. (1999): The standardized skipjack CPUE, including the effect of searching devices, of the

Japanese distant water pole and line fishery in the Western Central Pacific Ocean. SCRS/99/59. 18p.

3）大西洋まぐろ類保存委員会（ICCAT）提出文書

Pallares, P. and Suzuki, Z. (1999): La gestion de los stocks de tunidos y especies afines. Vision general de Introducction

al apartado 9 sobre gestion de tunidos. ICCAT, CVSP., L (2): 831-851.

4）大西洋まぐろ類保存委員会（ICCAT）Precautionary Approachに関する作業部会提出文書

Suzuki, Z. and Uozumi Y. (1999): Consideration on precautionary approach to stock assessment for information

Deficient cases of tuna and tuna-like-fish fishery. 6p.

5）大西洋まぐろ類保存委員会(ICCAT)混獲小委員会提出文書

Kiyota, M. and Nakano, H. (1999): Validation of shark catch data of the logbook records in Japanese longline fishery in

the Atlantic Ocean. BYC/99/1. 8p.

Matsunaga, H. and Nakano, H. (1999): Report on information of bycatch fishes obtained from observer program for

Japanese tuna longline fisheries in the Atlantic Ocean. BYC/99/4. 6p.

Nakano, H. and Kitamura, T. (1999): Identification of eleven sharks caught by tuna longline using morphological

characters of their fins. BYC/99/2. 12p.

Nakano, H. (1999): Updated standardized CPUE for pelagic sharks caught by Japanese longline fishery in the Atlantic

Ocean. BYC/99/3. 8p.

6）南太平洋委員会(SPC)第12回まぐろ・かじき常設委員会(SCTB)提出文書

Bigelow, K. A., Hampton, J. and Miyabe, N. (1999): Effective longline effort within the yellowfin habitat and

standardized CPUE. SCTB12/YFT-3. 9p.

Bigelow, K. A., Hampton, J. and Miyabe, N. (1999): Effective longline effort within the bigeye habitat and standardized
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CPUE. SCTB12/BET-1. 9p.

Coan, Al. and Miyabe, N. (1999): Comparisons of areas fished by the Japanese and U.S. purse seine fleets in the

central-western Pacific. SCTB12/SWG-4. 12p.

Hampton, J. Maunder, M., Miyabe, N. and Watters, G. (1999): Report of the bigeye tuna modeling workshop.

SCTB12/BET-6. 6p.

Matsumoto, T., Miyabe, N. and Ikehara, K. (1999): Fishery indicators from the Japanese tuna fisheries in the western

central Pacific, as of 1998. SCTB12/RG-4. 8p.

Matsumoto, T. and Suzuki, Z. (1999): What are "HMS (Highly Migratory Species)"? SCTB12/MHLC-4. 13p.

Ogura, M. and Shono, H. (1999): Factors affecting the fishing effort of the Japanese distant water pole and line vessel

and the standardization of the skipjack CPUE. SCTB12/WP/SKJ-4. 28p.

Ogura, M., Tanabe, T. and Takahashi, M. (1999): Note on the distribution and size information of pelagic species,

excluding skipjack and tunas, caught by the mid-water trawl net in the tropical waters of the western Pacific.

SCTB12/SKJ-3. 15p.

Okamoto, H., Miyabe, N., Ogura, M., Matsumoto, T. and Nishikawa, Y. (1999): Japanese tuna fisheries in the western

Pacific Ocean, and the fishing activities in 1998. SCTB12/NFR-8. 16p.

Tanabe, T., Ogura, M. and Takahashi, M. (1999): An investigation on early life of skipjack tuna, Katsuwonus pelamis,

based on the survey cruises off Palau and Micronesia, 1992-1996. SCTB12/ SKJ-2. 21p.

Uozumi, Y.(1999): Review of problems on stock assessment of marlins laying stress on the coverage of landing and

catch and effort information in the Pacific Ocean. SCTB12/BBRG-6. 11p.

7）インド洋まぐろ委員会（IOTC）第1回統計作業部会提出文書

Okamoto, H. and Miyabe, N. (1999): Data collection and statistics of Japanese tuna fisheries in the Indian Ocean.

IOTC/99/WPDCS-10. 12p.

8）インド洋まぐろ委員会（IOTC）第1回熱帯まぐろ作業部会提出文書

Mohri, M. and Nishida, T. (1999): Seasonal changes in bigeye tuna fishing areas in relation to the oceanographic

parameters in the Indian Ocean. IOTC/WPTT/99/10. 17p.

Mohri, M. and Nishida, T. (1999): Distribution of bigeye tuna and its relationship to the environmental conditions in the

Indian Ocean based on the Japanese longline fisheries information. IOTC/WPTT/99/11. 45p.

Nishida, T. (1999): Estimation of the catch-at-age matrix of bigeye tuna (Thunnus obesus) fisheries in the Indian Ocean

(1970-96). IOTC/99/WPTT/1. 20p.

Nishida, T. and Chow, S. (1999): Progress on collection of tissue samples for the DNA analyses of the yellowfin tuna

stock structure in the Indian Ocean. IOTC/WPTT/99/9. 7p.

Nishida, T. and Takeuchi, Y. (1999): Stock assessment of bigeye tuna (Thunnus obesus) in the Indian Ocean based on

the virtual population analysis (VPA). IOTC/WPTT/99/8. 23p.

Okamoto, H. and Miyabe, N. (1999): Standardized CPUE of bigeye tuna caught by the Japanese longline fishery in the

Indian Ocean, up to 1998. IOTC/99/WPTT/6. 8p.

9）第11回ミナミマグロ加入量モニタリング調査ワークショップ提出文書

Kemps, H., Totterdell, J., Nishida, T. and Gill, H. (1999): Preliminary analysis on the diet and feeding ecology of

juvenile southern bluefin tuna, Thunnus maccoyii, in relation to the southern coastal waters of western Australia.

RMWS/99/18. 16p.

Miyashita, K., Sawada., K. and Nishida, T. (1999): In situ TS measurements of live juvenile southern bluefin tuna

(Thunnus maccoyii) in cages. RMWS/99/15. 4p.
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Miyashita, K., Sawada, K., and Nishida, T. (1999): Acoustical estimation of the school density of juvenile southern

bluefin tuna (Thunnus maccoyii) using a split-beam quantitative echo sounder system in western Australia:

Evaluation of sonar specialist's estimation. RMWS/99/16. 6p.

Miyashita, K. and Nishida, T. (1999): Proposal of the experiment in the SBT acoustic survey in 2000. RMWS/99/23. 3p.

Nishida, T., Miyashita, K. and Sawada, K. (1999): Evaluation of sonar specialists' judgements in the SBT acoustic survey

in WA - Review and future works-. RMWS/99/14. 10p.

Nishida, T., Miyashita, K., and Oshima, T. (1999): Estimation of southern bluefin tuna (Thunnus maccoyii) recruitment

(Age 1) off Esperance in western Australia based on the sonar information (1996-99). RMWS/99/17. 14p.

Nishida, T., Sawada, K., Aizawa, M., and Fusejima, I. (1999): Comparison of SBT school weights estimated by the sonar

specialist, the aerial spotter and the scientific echo sounder - Results of the experiment conducted during the 1999

Shoyo-maru cruise (Leg 3) in the eastern GAB. RMWS/99/21. 5p.

Oshima, T. and Nishida, T. (eds.) (1999): Summary on southern bluefin tuna recruitment monitoring survey for 1998/99.

RMWS/99/12. 133p. 

Sawada, K., Miyahsita, K. and Nishida, T. (1999): TS measurements of free swimming SBT in a net cage. RMWS/99/19.

11p.

Young, Y., Nishida, T., and Stanley, C. (1999): Preliminary survey of the summer hydrography and plankton biomass of

the eastern Great Australian Bight, Australia. RMWS/99/20. 15p.

10）平成11年度ミナミマグロ加入量モニタリング調査国内検討会提出文書（東京都）

宮下和士・澤田浩一・西田　勤 (1999): 実験イケス内ミナミマグロ幼魚のターゲットストレングス測定. 音99-5, 6p.  

宮下和士・澤田浩一・西田　勤 (1999): スプリットビーム式計量用魚探を用いた西オーストラリア沿岸におけるミナミ

マグロ幼魚内密度分布の推定(ソナー士推定トン数の評価). 音99-6, 5p.

西田　勤 (1999): 概要. 音99-1, 3p.

西田　勤・宮下和士・大島達樹 (1999): 西豪州エスペランス沖におけるミナミマグロ音響調査ソナー情報にもとづく加

入量(1歳魚)推定 (1996-99). 音99-7, 15p.

西田　勤・澤田浩一・相沢松雄・伏島一平 (1999): ソナー士，スポッター，計量魚探によるミナミマグロ魚群推定トン

数の比較(平成10年度照洋丸第2次航海LEG3における実験). 音99-8, 5p.

西田　勤・宮下和士 (1999): ソナー士判断の評価と今後の課題. 音99-11, 12p.

西田　勤（編集）(1999): 第2次ミナミマグロ加入量モニタリング調査報告(CSIRO & NRIFSF)（Appendix 4：音響調

査）. 音99-12, 50p.

澤田浩一・宮下和士・西田　勤 (1999): ケージ内でのミナミマグロTS測定(平成10年度照洋丸第2次航海LEG3における

実験). 音99-9, 14p.

11）南極海洋生物資源保存委員会(CCAMLR)作業部会提出文書

Kawaguchi, S. and Naganobu, M. (1999): CPUEs and body length of Antarctic krill during the 1997/98 season in Area

48. WG-EMM-99/48. 12p.

Kawaguchi, S. and Naganobu, M. (1999): An idea to incorporate potential recruitments in the krill density model. 

WG-EMM-99/51. 8p.

Naganobu, M., Kawaguchi, S., Kameda, T., Takao, Y. and Iguchi, N. (1999): Plan for the eighth Antarctic survey by the

Kaiyo Maru, Japan, in 1999/2000. WG-EMM-99/49. 3p.

Trathan, P. N., Watkins, J. L., Murray, A. W. A., Brierley, A., Demer, D., Everson, I., Goss, G., Hedley, S., Hewitt, R.,

Kawaguchi, S., Kim, S., Naganobu, M., Pauly, T., Priddle, J., Reid, K. and Ward, P. (1999): The CCAMLR 2000

krill synoptic survey; a description of the rationale and design. WG-EMM-99/39. 25p.
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12）第51回国際捕鯨委員会(IWC)科学委員会(SC)提出文書

Butterworth, D.S., Punt, A.E., Fujise, Y. and Kato, H. (1999): Do the JARPA age-structure data for southern

hemisphere minke whales provide indication that commercial selectivity could have been age-specific for higher

ages? SC/51/CAWS21. 10p.

Inoue, Y. and Kawahara, S. (1999): Recalculation of incidental take of minke whales in Japanese trap nets estimated by

Tobayama et al. (1992). SC/51/RMP17. 7p.

Kato, H. and Kishiro, T. (1999): Bryde's whales off Kochi, southwest Japan, with new information from off southwest

Kyushu (East China Sea). SC/51/RMP9. 13p. 

Kato, H., Nomura, A., Yoshida, H. and Komiya, K. N. (1999): Further analysis on surfacing behavior of blue whales by

video-sequences, with note on some morphological keys to discriminate subspecies. SC/51/CAWS7. 14p.

Matsuoka, K., Watanabe, T., Ichii, T., Shimada, H. and Nishiwaki, S. (1999): Application of the XCT-D oceanographic

survey in the Antarctic areas III and IV (35o-130oE) during 1997/98 JARPA cruise. SC/51/RMP4. 11p.

Miyashita, T. and Kato, H. (1999): Research plan for minke whale sighting survey in the Sea of Okhotsk in 1999.

SC/51/RMP19. 3p.

Miyashita, T. (1999): Report of 1998 North Pacific minke whale sighting survey. SC/51/RMP2. 6p.

Miyashita, T., Hatanaka, H. and Ohsumi, S. (1999): Some considerations on within-stock structure hypothesis for the

western North Pacific Bryde's stock using CPUE data. SC/51/RMP6. 10p.

Mori, K. and Kato, H. (1999): Summary of current survey on reaction of humpback whales to whale watching boats in

the Bonin Islands, Japan. SC/51/WW2. 7p.

Okamura, H. and Shimada, H. (1999): Abundance estimation method using multi-year sighting data and the application

to the western North Pacific Bryde's whale data. SC/51/RMP18. 13p.

Polacheck, T., Dobbie, M., Fujise, Y. and Kato, H. (1999): Spatial and temporal distribution of ages of southern

hemisphere minke whales commercial and JARPA catches in Areas IV and V. SC/51/CAWS31. 32p.

Shimada, H. (1999): Report of the western North Pacific Bryde's whale sighting survey in summer, 1998. SC/51/RMP4.

11p.

Shimada, H. and Kato, H.(1999): Proposal of research plan for the 1999/2000IWC/SOWER/Antarctic cruise with

incorporating blue whale survey components. SC/51/CAWS8. 4p.

Tanabe, S., Aono, S., Fujita, K., Nakata, H., Fujise, Y., Kato, H. and Tatsukawa, R. (1999): Temporal trend of persistent

organochlorine residues in minke whale (Balaenoptera acutorostrata) collected from the Antarctic during 1984-

1995. SC/51/E4. 8p.

13）ベーリング公海条約に関するスケトウダラワークショップ提出文書

Chow, S. (1999): Recent advances in genetic stock study for tunas and billfishes. 2p.

その他

中野秀樹 (監修)・河合晴義(イラストレーション)・西海啓祐(デザイン)(1999): 外洋に生息するサメ類，まぐろはえなわ

漁業で漁獲されるサメ類（ポスター）．水産庁, 自然資源保全協会（GGT）刊行．
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クロニカ（平成11年４月１日～９月30日）

国際会議名の記録

期間 氏　名 用　　務 出張先

4.5-12 島田 沿岸性シロナガスクジラの鳴音分析に関する研究集会 ワシントンD.C(米)

4.6-16 魚住,余川 ICCATメカジキ作業部会 タマンブル(ブラジル)

4.12-15 鈴木(治),平松,高橋(紀) CCSBT EFP WG4 東京

4.12-16 辻 CCSBT EFP WG4 東京

4.25-5.1 中野 IATTCまき網混獲作業部会 ラホヤ(米)

4.25-5.7 魚住 NAFO予防的アプローチに関する会議 サンセバスチャン(スペイン)

4.26 辻 調査漁獲に関する非公式協議 東京

4.28-5.18 嶋津,川原,宮下,岡村,一井 第51回IWC科学委員会 セント・ジョージズ(グレナダ)

4.28-5.26 加藤 第51回IWC科学委員会及び技術委員会 セント・ジョージズ(グレナダ)

4.30-5.1 辻 調査漁獲に関する非公式協議 東京

5.9-12 鈴木(治) CCSBT 第５回年次会議 東京

5.9-13 辻 CCSBT 第5回年次会議 東京

5.9-16 中野,清田 ICCAT混獲小委員会 メッシーナ(伊)

5.16-23 鈴木(治),魚住 ICCAT予防的アプローチに関する会議 ダブリン(アイルランド)

5.23-30 魚住,辻,岡本(浩),伊藤 第50回世界まぐろ会議 レークアローヘッド(米)

6.6-12 竹内 GFCM SAC 第2回分会 ローマ(伊)

6.12-25 鈴木(治) SPCマグロ・カジキ常設委員会 パペーテ（タヒチ）

6.12-26 宮部 SPCマグロ・カジキ常設委員会 パペーテ（タヒチ）

6.12-7.4 小倉,庄野 SPCマグロ・カジキ常設委員会及び パペーテ（タヒチ）

ICCAT大西洋カツオ資源評価会議 マディラ(ポルトガル)

6.15-29 魚住 SPCマグロ・カジキ常設委員会 パペーテ（タヒチ)

6.27-7.7 加藤 シロナガスクジラ骨格共同研究協議 トロムソ(ノルウェー)他

7.9-24 川原 JICAアルゼンティン水産利用評価・管理計画 ブエノスアイレス（アルゼン

ティン）

7.17-8.2 川口 CCAMLR生態系モニタリング作業部会 テネリフェ（スペイン）

7.17-8.9 永延 CCAMLR生態系モニタリング作業部会及び南極 テネリフェ（スペイン），ロン

海変動ワークショップ ドン（英）

7.23-8.2 長澤 第７回国際カイアシ類会議 クリチバ（ブラジル）

8.9-22 辻 ミナミマグロ関連訴訟裁判準備及び裁判出席 ニューヨーク（米），ハンブル

グ（独）

8.15-22 鈴木(治） ミナミマグロ仲裁裁判出席 ハンブルグ（独)

8.22-29 川口 国際オキアミシンポジウム サンタクルズ（米)

8.26-9.10 西田 インド洋まぐろ委員会 ビクトリア（セイシェル）

8.26-9.11 岡本(浩） インド洋まぐろ委員会 ビクトリア（セイシェル）

9.1 鈴木(治） ICCAT国内検討会 東京

9.5-17 石塚 第5回MHLC会合 ハワイ（米）

9.6-9 張 ベーリング公海条約に関するスケトウダラワーク 横浜

ショップ

9.6-19 川原 NAFO年次会議 ダートマス（カナダ）



－ －48

遠　洋　No.105（NOV. 1999）

9.16 鈴木(治),辻,西田, ミナミマグロ加入量モニタリング調査ワーク 東京

竹内,高橋(紀） ショップ準備会

9.18-24 西田 第11回ミナミマグロモニタリング調査,ワークショップ ブリスベン（豪）

9.18-30 辻 第11回ミナミマグロモニタリング調査,ワークショップ ブリスベン（豪）

9.22-10.12 余川 ICCATメカジキ作業部会 マドリッド（スペイン）

9.22-10.17 竹内,魚住 ICCAT SCRS会議 マドリッド（スペイン）

9.22-10.19 宮部 ICCAT SCRS会議 マドリッド（スペイン）

9.27-30 加藤,島田 IWC/SOWER国際調査計画会議 東京

学会・研究会

期間 氏　名 用　　務 出張先

3.31-4.5 馬場,辻,宮部,中野,平松, 平成11年度日本水産学会春季大会 東京

西田,池原,張,松永,竹内,

庄野,大泉,南

4.1-3 中野,山田,池原 実習船職員研究協議会 神戸

4.9 嶋津,川原,宮下,加藤 IWC対策検討部会 東京

4.14 加藤 くじら回遊追跡システムの開発研究・海中観測小 東京

委員会

4.16 加藤,島田,岡村 SOWER将来計画検討会 東京

4.19 嶋津,川原,宮下,加藤,島 鯨類資源研究会 東京

田,岩�,木白,岡村,大泉

4.20 嶋津 海洋開発センター企画評価委員会 東京

5.18 一井 極域生物・医学専門委員会 東京

5.24 鈴木(治),宮部 まぐろ・かつお統計検討会 東京

5.27－28 張 マリンバイオテクノロジー学会 つくば

5.28-29 川原 JICA平成11年度水産分野プロジェクト国内委員会 東京

6.3 加藤 北太平洋鯨類捕獲調査計画会議 東京

6.10-11 平松,稲掛 資源調査関係会議 横浜

6.11 加藤 シロナガスクジラ骨格移送検討会議 下関

6.11 魚住 国際海洋資源研究官会議等 東京

6.18 川原 JICAアルゼンティン水産資源評価・管理計画 東京

6.18 馬場,平松 IUCNクライテリア委員会 東京

6.20-22 平松 西海ブロック資源評価会議事前検討会 長崎

6.22-23 辻 ミナミマグロ調査漁獲対策会議 東京

6.24 加藤 第51回国際捕鯨委員会決議のイシイルカに関する 東京

対策検討会

6.24 岩� 小型捕鯨担当者会議 東京

6.25 稲掛 科振調「21世紀型海洋自動観測システム」調査推 東京

進委員会

7.2-3 平松 日本水産学会中部支部大会 伊勢

7.6-9 田中 環境化学討論会 北九州

7.12-13 加藤 CITES年次会対応文書作成及びシロナガスクジラ 東京

輸送実務協議
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7.12-14 鈴木(治) APEC漁業ワーキンググループ会合 気仙沼

7.13 辻,松永,伊藤,南 ミナミマグロ調査漁獲オブザーバー調査後報告会 東京

7.15-16 田中 漁場保全研究推進会議 広島

7.19 鈴木(治),辻 ミナミマグロ調査漁獲外務省勉強会 東京

7.19-21 加藤 ホエールボランティア事前説明会,シロナガス骨格 下関

作成協議

7.21-22 宮部,松本 小型国際資源管理対策事業平成11年第1回検討会 枕崎

7.23 嶋津,宮下,加藤,一井, 鯨類資源研究会 東京

島田,岩�,木白,岡村

7.27-29 一井 スルメイカ資源評価会議 新潟

7.30 稲掛 IGOS国内委員会 東京

8.2 加藤 JARPNレビュー会合準備委員会　第1回会合 東京

8.2-7 辻 ミナミマグロ訴訟対応作業 東京

8.5-6 川原 JICAアルゼンティン終了評価報告会 東京

8.6 加藤,島田 1999年度SOWER東京計画会議準備研究会 東京

8.11 川口,亀田 海洋データ処理ソフトに関する調査 東京

8.17-19 魚住,馬場,平松 第2回ワシントン条約等対策検討会及び第29回水 東京

産資源管理談話会

8.23-25 池原 漁獲量把握に関する資料収集・整理及び編集等 大野町

8.27 永延 オキアミ漁獲調査 東京

8.30 川原,加藤,島田,岩�,木白 鯨類資源研究会 東京

8.30-9.1 亀田 千葉大学環境リモートセンシング研究センター及 千葉，東京

び宇宙開発事業団にての画像解析講習会

9.1-3 瀬川 宇宙開発事業団においての画像解析講習会 東京

9.4 島田 鯨類のからだと心の神秘 東京

9.7-8 西田 第6回JIRCAS国際シンポジウム つくば

9.9-10 長澤,平松,加藤 東京大学海洋研究所シンポジウム 東京

9.11-12 西田,田邉 1999年度水産海洋学会研究発表大会 東京

9.12-15 長澤 東京大学海洋研究所シンポジウム 東京

9.13 嶋津,宮下,加藤,島田 新北西太平洋鯨類捕獲調査計画検討会 東京

9.13-14 岩� 環境ホルモンプロ研計画説明 和歌山県太地

9.16-20 川口 1999年度日本海洋学会秋季大会 函館

9.17-19 塩本,亀田,橋本 1999年度日本海洋学会秋季大会 函館

9.20 清田,伊藤,南 第2回ミナミマグロ調査漁獲のオブザーバ報告会 東京

9.20-21 稲掛 「21世紀型自動観測システム」委員会 東京

9.27 瀬川 平成11年度第１回海洋生態系観測システム研究会 東京

9.27-29 西田,田中,庄野 平成11年度日本水産学会秋季大会 仙台

9.27-30 加藤,島田 1999/2000年 IWC/SOWER鯨類国際調査計画会議 東京

9.29-30 西田 平成11年度第1回水中探査方式技術開発開発検討会 塩釜

9.29-10.1 平松 北海道ブロック資源管理実践研修会 釧路

9.30 田中 環境ホルモン中間報告会 仙台



－ －50

遠　洋　No.105（NOV. 1999）

研修

期間 氏　名 用　　務 出張先

7.14-16 渡邉(真),佐々木 研究課題情報管理システム研修 つくば

9.6-10.1 片岡 平成11年度船舶職員研修 東京

職員の主な動き

期間 氏　名 用　　務 出張先

4.14-15 若林(清) 企画連絡室長懇談会 東京

4.21-22 嶋津 所長懇談会,所長会議 東京

4.21-23 若林(清) 企連室長懇談会及び技会企連室長会議 東京

5.24 嶋津 所長懇談会 東京

5.27-28 久保田,高井,福島 物品,国有財産増減報告 東京

5.28 持田 独立行政法人制度に関する研究報告会 東京

5.28 嶋津,垣谷,宮地 俊鷹丸代船建造委員会及び小委員会 東京

6.1-3 嶋津 所長会議,所長懇,場長懇,全場所長会議 東京

6.3 山田(友) 任用実務担当者研修会 名古屋

6.9 垣谷 関東地域及び東京地方連絡合同会議 東京

6.11 若林(清) 企画連絡室長懇談会 東京

6.28 岡本(浩) 電波管理局審査 茅ケ崎

6.29 山田(友) 中部地区安全対策会議 名古屋

7.2 持田 共済組合関東支部運営委員会 東京

7.12 鈴木(宏),杉坂 所属所共済組合事務担当者会議 東京

7.21 岡本(浩) 一世紀記念出版物に関する編集会議 横浜

7.21-23 持田,山村 水産庁研究所庶務課長懇談会 上田

7.22 嶋津 所長懇談会 東京

7.22 長澤 企画連絡科長会議 東京

9.3 嶋津,若林(清） 国立機関長会議共通問題検討会 東京

9.9-10 永延,川口 開洋丸委員会 東京

9.28-30 高井,佐々木 農学情報システム設置に関する説明会 つくば

フィールド調査

俊鷹丸

期間 調査名 氏名 海域 船舶名

5.11-19 黒潮域低次生産調査 中央水研・水工研 本州南方域

6.7－7.2 太平洋クロマグロ産卵場調査 山田(陽) 南西諸島海域

7.10-18 黒潮調査 中央水研 本州南方域

8.10-9.10 日本海黒マグロ仔稚魚調査 山田(陽),余川 日本海沿岸域

その他

期間 調査名 氏名 海域 船舶名

4.1-5.20 油汚染モニタリング調査 橋本 北太平洋 くろさき

4.30-6.2 沿岸小型捕鯨生物調査及び監視 大泉 和歌山県太地

5.8-25 沿岸小型捕鯨生物調査及び監視 木白 函館
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5.12 開洋丸船内LAN作動試験航海 渡邊(朝) 東京湾～館山湾 開洋丸

5.20-6.17 WOCE－P1調査 渡邊(朝),亀田 北太平洋 開洋丸

5.26－6.30 アカイカ資源調査 田中 中部北太平洋 照洋丸

6.8－7.1 日韓共同鯨類目視調査 島田 東シナ海,九州北方海域 くろさき

6.15－6.30 日韓共同鯨類目視調査 宮下 韓国沿岸,済州 Tamgu3

6.28-7.20 日韓共同鯨類目視調査 岩� 東シナ海,九州北方海域 くろさき

6.28-30 カツオ漁況調査及び魚体測定 田邉 気仙沼

7.1-2 神奈川県さめ駆除調査 中野 三崎 えのしま丸

7.8-8.7 ツチクジラ等食性調査 大泉 千葉県和田浦

7.25-27 気仙沼港におけるカツオ水揚げ調査 小倉 気仙沼

7.28-8.31 オホーツク海鯨類目視調査 宮下 オホーツク海 第２昭南丸

8.2-9.16 海洋汚染調査 橋本 北太平洋 くろさき

8.4-7 クロマグロ市場調査 山田(陽) 境港

8.6-13 沖縄県いるか漁業漁獲物調査 岩� 名護

8.18-23 鹿児島県鯨類目視調査 木白 鹿児島 第6海遊丸他

延べ10隻

8.28-9.27 オホーツク海鯨類目視調査 岡村 オホーツク海

8.29-9.3 開洋丸テスト公開 永延,川口 横須賀

8.31-9.6 沿岸小型捕鯨生物調査及び監視 木白 和歌山県太地

9.1-7 ツチクジラ食性調査 大泉 網走

9.1-10.24 照洋丸アメリカオオアカイカ調査 一井 東部太平洋海域

9.3-9 イシイルカ漁獲物調査指導 岩� 北海道広尾

9.16-23 野間崎沖ニタリクジラ目視調査 加藤,木白 鹿児島県笠沙 第十しろせ丸他

延べ16隻

9.17-29 クロマグロホップアップタグ装置放流調査及び 山田(陽) 青森県大間,気仙沼

メカジキ標識打合せ

9.23-25 カツオ漁況調査及び魚体測定 田邉 気仙沼 瀬鳥丸他延べ86隻

9.26-10.2 土佐湾沿岸性鯨類一斉調査 木白 高知県大方

9.30-10.1 200海里水域いるか混獲調査 岩� 岩手県山田 くろさき

談話会

期間 氏　　名 談　話　名

5.6 Ｐ．Ｊ．Harrison教授（カナダ, ブリティッシュ 第14回：Is there a connection between dust and 

コロンビア大学） fish? How iron limitation controls primary 

productivity in the NE subarctic Pacific.

5.26 小倉，一井 第15回：水産研究所での博士号取得

9.9 嶋津,伊藤,宮部,松本,中野,余川,魚�,田邉,田中,森,木白 海洋系生態系における高次捕食者の日齢・年齢査

定に関するシンポジウム

期日 目的及び行事 来所者（所属含む）

1.18-4.17 STAフェローシップ ブリティシュコロンビア大学漁業研究センター

主な来所者及び行事（平成11年４月１日～９月30日）
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遠洋編集委員会

若林　　清　　　長澤　和也

渡邉　　真　　　佐々木友弘

山田　友之　　　張　　成年

小倉　未基　　　木白　俊哉

亀田　卓彦　　　戸石　清二

Ramon Bonfil

4.7 冷凍機改修工事打ち合わせ 中部地方建設局営繕部計画課加藤技官他３名

4.12-15 高次捕食者の生態に関する打ち合わせ 北海道大学学術研究員Dr.Uli Reinhardt

4.13-14 行政監察基礎概要調査 静岡行政監察事務所梅田・川合監察官

4.14 研究打ち合わせ 水産庁野村遠洋課長

4.28 クロマグロ・アーカイバルタグデータ解析 東京大学海洋研究所中田助教授他１名

打ち合わせ

5.11-12 行政監察基礎概要調査 静岡行政監察事務所梅田・川合監察官

5.13 物品定期検査 水産庁土田船員第一係長・江川事務官

5.19-21 行政監察詳細調査：一次 静岡行政監察事務所梅田・川合監察官

5.24 俊鷹丸代船建造委員会 水産庁海洋技術研究室津端技術開発調整官他１名

6.9-11 カツオ資源調査打ち合わせ会・カツオ資源研究会議・北太平洋カツオ長期漁況海況予報会議

6.14-23 行政監察詳細調査：二次 静岡行政監察事務所梅田・川合監察官

7.2-7 行政監察詳細調査：三次 静岡行政監察事務所梅田・川合監察官

7.7 研究調査打ち合わせ 北海道実習船管理局萩原次長他

7.9 研究打ち合わせ 海洋開発センター島理事長他

7.12 研究打ち合わせ 水産庁野村遠洋課長

7.14 清水港港湾機関長会議 各機関代表者

7.15 まぐろ類及びいか類の漁獲統計に関する 農林水産省統計情報部水産統計室齊藤技官

打ち合わせ

7.19 船舶業務打ち合わせ 水産庁藤村船舶管理室長

7.19 目視調査講習会 水産庁漁場資源課加藤国際資源班長

8.4 俊鷹丸公開（清水港開港１００周年記念行事）

8.26-28 研究所紹介・展示（清水港開港１００周年記念行事「夏休み”みなと”探検隊」）

8.30 水産研究視察 上海水産大学王教授他４名

9.2 国有財産監査 静岡財務事務所八木監査官

9.10 所内見学 埼玉県商工会議所13名

9.14 研究所及び俊鷹丸視察 静岡財務事務所鈴木所長他1名，

東海財務局小西総務部長他1名

9.22 研究打ち合わせ 京都大学荒井助教授他１名

9.27-10.25 鯨類の資源量推定及び目視調査法の研修 ドミニカ連邦政府・ドミニカ連邦

Andrew Y. Magloire
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